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１、東京都における「日の丸・君が代」強制問題 の 概略　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       …「10.23通達」と「国策司法」…　
(1) 「日の丸・君が代」強制　　…「10.23通達」の服務 …

　
① はじめに ……「10.23通達」の発出
東京都教育委員会（以下、都教委）は、2003(h15)年10月23日、東京都知事・石原慎太郎の強い意向を受けて、いわゆる「10.23通達」（以下：同通達）を都下の公立学校に向けて発しました。

「同通達」では、「国旗（日の丸）に向かって正対起立し国歌（君が代）を斉唱する」等々、卒業式等の学校儀式における国旗掲揚、国歌斉唱、会場設営等に関する実施指針を定め、教職員がこれに従わない場合は服務上の責任を問うとしました。
そして、毎年、儀式のたびに校長から「職務命令」を発出させて教職員に「同通達」の服務、つまりは「日の丸・君が代）」への尊崇表出形態を強制しています。（以下：「日の君」強制）
　
「同通達」による この「日の君」強制は、
(1) 学校教育の観点から、国家主義教育を推進しようとする内容において“国民主権”や“基本的人権尊重”や“平和主義”等を定めた憲法理念に基づく民主教育を蹂躙し、
(2) 基本的人権保障の観点から、憲法19条（思想良心の自由）等の人権諸条項を侵害し、
(3) 教育行政の観点から、「日の君」への具体的な尊崇表出形態を定めている実施指針は、学習指導要領の「法規性」については限定的な「大綱的基準性」を認めているとする「旭川学テ事件」の最高裁判例（1976(s51)/5/21）に違反し、また、各学校での教育課程編成権等を侵していることで、不当な教育支配を禁じた「1947年・教育基本法」第10条（不当な支配）等に違反しています。
(4) この「日の君」強制が多くの憲法理念等を故意に踏みにじっている点で、「同通達」発出の最高責任者たる石原都知事及び教育庁の幹部職員は、憲法99条（憲法尊重擁護義務）に違反し、憲法的行政施策を期待し預託している都民（国民）への背信行為にあたります。

更に、個人的な教育信念を公教育に押し付けるために違憲違法な「通達」を発することは「公務員職権濫用」であり、「従わねば処分」の脅しで「職務命令」をもって教職員に義務無き服務を強いることは「脅迫や強要」にあたり、権力による刑事犯罪を構成します。
　　加えて、不法不当な彼らの施策に異議を唱える教職員には懲戒処分を科すことにより、その被処分者に多大な職業的及び経済的損失を負わせ、これまで当人が培ってきた社会的「信用を毀損」し、正当な教育活動としての「業務を妨害」しています。
(5) また、「東京都個人情報の保護に関する条例」第4条では、「思想、信教及び信条に関する個人情報並びに社会的差別の原因となる個人情報については、収集してはならない」とされています。「日の君」強制を受ける教職員の「外部的行為（不起立やピアノ伴奏拒否等）と内心（思想良心）は切り離せないもの」であり第4条が収集を禁じる個人情報にあたります。学校長がこれを収集し教委に報告することは、同条例違反に当たります。
(6) 更に、「教育の条理」の観点から、この「日の君」強制に象徴される一連の教育政策は、学校現場を上意下達の官僚統制組織につくり変えて教育内容の統制や抑圧的教員管理を強化しています。そして、そのことは、教職員間の教育を巡る自由闊達な議論を抑制したり民主的手続きや協力協働関係を破壊したりしています。これらは、真理、信義、公正、博愛、平等、自主、民主、創造、協力等々の「教育活動の根幹理念」を損ねています。
(7) そして、この「日の君」強制は、政府の行為による戦争での夥しい犠牲の上に築かれた現憲法や「1947・教育基本法」を蔑ろにして学校現場に無用な混乱と軋轢を生み、平和的、民主的教育理念に基づく正常な教育活動を妨げています。
(8) 何よりも、教育の条理を外れたこのように権力的で恣意的な教育政策による教員管理及び教育内容の支配は、真理を探求し自主的、主体的に学ぶことを指導する教師と児童生徒及び保護者（国民）との信頼関係に困難を生じさせています。
(9) また、当局はこの「日の君」強制を不法不当な「踏み絵」として用い、反教委的、反体制的、反国家主義的と思われる教員の排除を目的とした政治的「粛正」や「弾圧」の手段としています。そして、「同通達」の服務を拒む者に苛酷な「懲戒処分」を科すことで他への「見せしめ」とし、教職員に権力への恭順を強いています。また、教育内容そのものへも権力的介入を強め民主教育を危うくしています。
(10) 更に、都教委は、こうした「教育政策」の決定のみならず「教員評価」や「懲戒基準」等の作成にも教員（団体）を関与させずに却って排除し、教員への恣意的で不明朗な懲戒処分を連発することで教員を不安定で不名誉な地位に貶めています。
これは、都教委が、教育環境の条件整備という教育行政本来の任務を逸脱し、また、「教員の地位や役割」を正しく認識せずに教員への一方的権力支配を強めて教育内容の行政権力的独占支配を図ろうとするものです。つまりは、教育の政治権力的支配を図ろうとするものであり、これは、戦前の教育制度の反省から、国家に教育行政を独占させず政治権力から一定の距離を置くために一般行政組織とは別立てにされた「教育委員会制度」の理念を無にするものです。
これら「教員の地位や役割」を軽んずる都教委の姿勢は、「～教育の進歩における教員の不可欠な役割、ならびに人間の開発および現代社会の発展への彼らの貢献の重要性を認識し、教員がこの役割にふさわしい地位を享受することを保障する」とする、教員の処遇（地位）に関する国際基準としての「ILO/UNESCO 教員の地位に関する勧告」（後出）に違反しています。
このような「日の君」強制を主眼とする「10.23通達」にまつわる様々な問題点について、以下に詳述します。
…　　　　　…　　　　　…　　　　　…　　　　　…

※　参考資料：「10.23通達」全文　（太字、下線等の強調は引用者による）
平成１５(2003)年１０月２３日　東京都 教育庁　　　　　　 【10.23通達】
● 入学式及び卒業式等における国旗掲揚及び国歌斉唱の実施について 

　東京都教育委員会では、都立学校等における入学式及び卒業式が、学習指導要領に基づき、適正に実施されるために、「都立学校等卒業式・入学式対策本部」を設置し、検討してきました。 

　このたび、国旗掲揚及び国歌斉唱の適正実施に向けての方針がまとまりましたので、本日、都立高等学校長及び都立盲・ろう・養護学校長へ「入学式、卒業式等における国旗掲揚及び国歌斉唱の実施について（通達）」を通達するとともに、区市町村教育委員会へは、写しを添えて通知します。 

　 

１、入学式、卒業式等における国旗掲揚及び国歌斉唱の実施について（通達） 

１　学習指導要領に基づき、入学式、卒業式等を適正に実施すること。 

２　入学式、卒業式等の実施に当たっては、別紙「入学式、卒業式等における国旗掲揚及び国歌斉唱に関する実施指針」のとおり行うものとすること。 

３　国旗掲揚及び国歌斉唱の実施に当たり、教職員が本通達に基づく校長の職務命令に従わない場合は、服務上の責任を問われることを、教職員に周知すること。 

　 

　別紙「入学式、卒業式等における国旗掲揚及び国歌斉唱に関する 実施指針」 

１　国旗の掲揚について 

　　　入学式、卒業式等における国旗の取扱いは、次のとおりとする。 

　(1) 国旗は、式典会場の舞台壇上正面に掲揚する。 

　(2) 国旗とともに都旗を併せて掲揚する。この場合、国旗にあっては舞台壇上正面に向かって左、都旗にあっては右に掲揚する。 

　(3) 屋外における国旗の掲揚については、掲揚塔、校門、玄関等、国旗の掲揚状況が児童・生徒、保護者その他来校者が十分認知できる場所に掲揚する。 

　(4) 国旗を掲揚する時間は、式典当日の児童・生徒の始業時刻から終業時刻とする。 

２　国歌の斉唱について 

　　　入学式、卒業式等における国歌の取扱いは、次のとおりとする。 

　(1) 式次第には、「国歌斉唱」と記載する。 

　(2) 国歌斉唱に当たっては、式典の司会者が、「国歌斉唱」と発声し、起立を促す。 

　(3) 式典会場において、教職員は、会場の指定された席で国旗に向かって起立し、国歌を斉唱する。 

　(4) 国歌斉唱は、ピアノ伴奏等により行う。 

３　会場設営等について 

　　　入学式、卒業式等における会場設営等は、次のとおりとする。 

　(1) 卒業式を体育館で実施する場合には、舞台壇上に演台を置き、卒業証書を授与する。 

　(2) 卒業式をその他の会場で行う場合には、会場の正面に演台を置き、卒業証書を授与する。 

　(3) 入学式、卒業式等における式典会場は、児童・生徒が正面を向いて着席するように設営する。 

　(4) 入学式、卒業式等における教職員の服装は、厳粛かつ清新な雰囲気の中で行われる式典にふさわしいものとする。
…　　　　　…　　　　　…　　　　　…　　　　　…
これまで、卒業式、入学式、周年行事等の「儀式を伴う」全校的な学校行事は、学校生活上の最大イベントとして児童生徒の主体的な取り組みは勿論のこと、教職員も職員会議を重ねて意義深く思い出深い内容のものとするための努力を尽くしてきました。

しかし、「同通達」発出以後、そうした儀式の主役は、児童生徒ではなく「日の丸(国旗)・君が代(国歌)」に取って代わられました。そして、それらの威厳性を高めることを求める都教委の“意向”は、実施指針における具体的な指示内容以外にも「適正に実施する」との表現で、その「式」におけるそれらの扱い（演出）や進行のすべてに「日の君」を中心とした「清新性」や「厳粛性」を強く求める「幅広い枠」をはめています。　
そのため殆どの学校での「卒業式」は、これまでの、“児童生徒の卒業を祝う”という性格のものではなく、国家の威光をまとった学校長（教委）が“児童生徒の教育課程の修了を認可する”「卒業証書授与式」として明確に位置づけられました。そして、式場となる体育館等の壁面は紅白幕で囲われ、フロアーより一段高い舞台上正面の更に一段高いところに「日の丸」が掲揚（全面貼付）され、その前に置かれた演台の脇には大きな花瓶に生けられた豪華な盛り花が添えられて華やかな雰囲気の中にも荘重な緊張感を漂わせます。（※ 「日の丸」の旗竿をスタンド等に立てかけることは許されません）
そして、開式の辞の後、「日の丸」に向かって全員が正対起立して「敬礼」し「君が代」を斉唱することから式が始まります。そして、「日の丸」を背にした学校長から大判の卒業証書を授与された卒業生はそれを自分の頭より高く恭しく頂戴し、他の参列者は、舞台上の「日の丸」と校長と卒業生の“背中”を見続けます。「同通達」の具体的な主目的はここに集約されます。
そして、卒業生が校長の前へ歩み寄ったりこの証書を拝受したりする一連の「荘重な儀式的所作」と会場全体の「清新性」と進行上の「厳粛性」は、証書授与の権威を高め、式の尊厳さを際だたせる要素として最重要視され、事前に何度も点検され練習もされます。
更に、式辞や祝辞等を述べる者は、その「日の丸」に一礼してから登壇や降壇をします。そして、学校によっては、卒業生が一時的に他の参列者（保護者、来賓や在校生）の方を向いて「呼びかけ形式」で思い出や感謝の言葉を述べたり卒業の決意を語ったりする演出もありますが、それも、この「式」全体の厳粛な雰囲気を乱さぬよう荘重に執り行われます。
最後に、卒業生は再び「日の丸」の方に向き直って、戦前的な教育観、価値観の象徴ともいえる「仰げば尊し」を歌い、そして、全員で「校歌」を斉唱し、閉式の辞のあと「日の丸」に向かって再び全員で「敬礼」をします。
こうした「式」の絶対的な様式を、一切の批判を許さず盲目的に毎年繰り返し慣れさせていくことで、「日の君」（国家）への敬意と服従を「当然」のこととして受け容れていく心の下地を形成して行くことに、「同通達」の第二の狙いがあります。
更に、厳粛な「式」全体で醸し出す圧倒的な国家「権力」を見せつけ教育行政における官僚主義的な教育支配構造を構築することで“民主教育”を一気に破壊し戦前的価値観の“国家主義教育”を復興させていこうとする狙いがあります。
「同通達」が求める「日の丸・君が代」主体の「式」にあっては、最後までその尊厳さを崩さぬことが求められます。そこでは、児童生徒や教職員の工夫や計画による演出や式場装飾等は「式」の「厳粛性」や「清新性」を「損なう」として殆ど許されません。
また、卒業生と他の参列者が対面する形式のいわゆる「フロアー方式」は「日の丸」に背を向ける姿勢になる者がでるということで認められず、「日の丸」と正対しない「君が代」斉唱もあり得ません。更に、車椅子を使う児童生徒が多い障害児学校でもフロアー方式は許されず、卒業証書授与の際はスロープ等を設置して車椅子で舞台上に登ることを求める徹底ぶりです。
そして、卒業生のこれまでの努力を称え、これからの成長を誓うとした未来志向的な「式」ではなく、自分たちを慈しみ育んでくれた学校を始めとした地域社会や関係者に感謝し、国家への帰属意識、報国意識を高めることが主眼の「式」となっています。
こうした「日の君」中心の「式」の様式と進行は、「同通達」を忠実に遵守し都教委の意向を最も反映した一番「無難」な方法として画一化され殆どの学校でも横並び採用されるようになりました。どの学校も、「独自の工夫」をすることで、却って都教委からの「指導」（という名の強制）や「処分」を恐れるからです。
戦前、どの学校（校長）も、学校を監督する「視学官」の評価に一喜一憂していたのと同じように、戦後も、“民主教育”の理念が育たず、未だに封建的な上意下達社会である日本の公教育界において、当局からの処分や指導を恐れるこうした学校現場の“過剰反応”や“自主規制”や“横並び”体質は、本来の狙いである国家主義教育と中央集権的教育統制の徹底のためには「好都合」であると文科省や都教委は考えているようです。
（参考：極右政治家として勇名を馳せていた石原慎太郎は、1999(h11)年4月の都知事選で初当選し第14代都知事に就任しました。そして、この「10.23通達」は、2003年に彼が史上最高の得票率約70％（約308万票）で再選された半年後に発出されました。更に、彼は、2007年4月に三選を果たし現在3期目です）
　
②「日の君」の甦生
戦前の大日本帝国（政府）は、学校に於ける皇民教育と皇国史観及び国家神道で「天皇のために死ぬこと」を最大の美徳として国民を徹底教化し、また、社会の隅々に張り巡らせた相互監視機構と軍隊や警察や裁判所等の治安機関を総動員した苛酷な弾圧で専制国家体制への国民の不満を根こそぎ圧殺しました。そして、赤紙(召集令状)一枚で“臣民”をアジア諸国への帝国主義侵略戦争に駆り立てて行きました。

「日の丸・君が代」は、こうした「天皇制軍国主義体制と皇民教育(皇国史観)と侵略戦争」のシンボルでした。
　　
しかし、先の第二次世界大戦での帝国の敗北(1945/8/15)により当時の皇国支配体制が瓦解しこれまでの価値観が崩壊したことにより、多くの日本国民は虚脱状態に陥りました。

そうした中にあっても、戦前体制下で苛酷な弾圧を受けていた社会主義・共産主義者を始め自由や民主主義を求める多くの人々が、それまでの専制国家体制や封建的な皇民思想を廃して、日本を新たな民主主義国家として出発させる為に立ち上がりました。
そして、戦前の国政や教育や国家神道での祭事はもとより、日常生活の隅々に至るまで細かく入り込み人々の心と体を縛り付けていた国民支配体制の象徴としての、いわゆる「日の丸・君が代」的なものと決別するための努力を始めました。
しかしながら、戦後の新政府においても戦前の支配層が要職に数多く残存したため国家意識改革は遅々として進まず戦前体制の抜本的刷新はなかなか図れませんでした。「日の君」的な国家主義を復活させたいと願う反動勢力は現在の自民党に繋がる保守層に根強く残りました。
そうした保守反動勢力は、そこで、まず、「日の丸・君が代」を新生日本の「国旗・国歌」として広く“再”定着させるために、あらゆる行政組織を動員し「日の君」イメージの「国家観」の形成を図っていきました。

そこでは、戦前の国家権力が、「日の君」に象徴させた国家像（天皇制）や、その「日の君」が国民支配に果たした役割等、「日の君」が担った国民教化に関する「総括」や「反省」は殆ど為されずにことごとく隠蔽されました。そして、そうした「日の君」の「蘇り」に対してマイナスイメージを抱く複雑な国民感情等も凡て封印封殺されました。
それは、取り敢えず、国家イメージとしての「日の君」シンボルだけを甦生させて国民を慣れさせ、そこに、国家主義的な政策を日常的に加味していくことで、日本国民の深層心理に徹底的に染み付けられている戦前的「日の君」国家主義思想を復活させようとするものです。結局、これは、壮大な「日の君」的国家観の甦生計画といえます。　
そして、公共施設や大きなスポーツ等のイベント、特に、オリンピックや国際試合などの際の国別対抗意識や国威発揚の高揚感を利用し、また、学校の運動会等での日の丸掲揚や君が代斉唱を習慣づけるなどして定着化を謀りました。　更に、学習指導要領で「国旗（日の丸）国歌（君が代）を指導するものとする」と位置づけ（1989(h1)）、　「君が代」の「君」は天皇であると定義し（1999/6/29小渕首相答弁）、　国旗国歌法(1999(h11)8/13)で「日の丸、君が代」に法的根拠を与え掲揚・斉唱「義務化」へ突き進み始めました。　そして、現在、東京都では、学校儀式における「日の君」への尊崇表出形態が、従わねば「懲戒処分」の脅しをもって「強制」される事態となり(2003(h15)/10/23～)全国への波及が図られています。
最近では、若者達が数多く参加するスポーツ・イベント等に限らず、色々な場面で「日の丸」や「君が代」が、何の「抵抗」もなく溢れるようになってきたように見えます。こうした日本の現状を見ると、反動保守勢力のこの「“日の君”甦生計画」は概ね成功してきているようにも思われます。

　
更に、安倍内閣（2006/9/26～2007/9/26）の「戦後レジームからの脱却」路線で、「愛国心」がメイン・テーマとなる教育基本法の改悪 (2006(h18)12/22公布) や、憲法第9条（戦争放棄）の改変が主眼の「憲法改定」手続き法としての国民投票法が最低投票率も決めないまま自民公明与党による強行採決で成立(2007(h19)/5/14)しました。
そして、それらを受けて、次の福田康夫内閣（2007/9/26～2008/9/?）で「君が代を歌えるように指導する」としたり、道徳教育の目標に「国を愛する心をもつ」（愛国心）」を加えたり、小6社会に「天皇への敬愛教育」が明記されたりした新学習指導要領が告示(2008(h20)3/28)されました。
③ 懲戒処分 と「教員粛正」　
しかしながら、この忌まわしい「戦前体制」の記憶の未だ消えぬ「日の丸、・君が代」を学校に押し付け、問答無用でその尊崇表出形態を強制する都教委の「同通達」に、多くの教職員をはじめ、国民の多くが異議を唱えています。
そして、「同通達」発出後のどの世論調査をみても、70％以上の人が「日の君」の「強制はいきすぎ」と答えています。また、教育団体、文化団体、法律家団体等の多くも「強制反対」の声明を出しています。
戦前、国民に「思想信条の自由」は無く、政府の認める「日の君」的国家観以外の「思想」を心の内に持つことすら許されず処罰されました。そして、そうした恐怖政治の下で国家への批判を封殺し独善的な国粋主義政策を推し進めた政府（軍部）は、治安維持を名目に、反体制者や自由主義者への弾圧を強めながら戦争への道を突き進み、日本国民のみならずアジア諸国民にも悲惨な結果をもたらしました。

そこで、戦後、個人の思想信条の自由という基本的人権感覚の観点からだけではなく、国家（政府）による「思想」の統制を許さず、自由な政府批判を保障して国家（政府）による過ちを繰り返さないためにこそ「思想良心の自由」を謳う憲法第19条が制定されました。
しかし、戦前、国家を誤らせ国民を抑圧した元凶であるところの「日の君」強制が、今また憲法19条を踏みにじり、学校という教育現場で罷り通ることに教育的及び違憲違法的な問題性を感じてこれを看過できないと考えた教師が多くいました。
また、戦前、国家（政府）による国民支配の先兵として、学校において「日の丸・君が代」に象徴される天皇制軍国主義教育を率先して行い多くの生徒（国民）を戦争に駆り立てていった教師自らの「戦争責任」を深く考え、今再び、そうした国家主義の「強制」に安易に従うことは、教師としての責務と良心に背くと考えた教師がいました。

そうした彼らの多くが、「同通達」の「職務命令」と「自らの良心」の狭間で悩みつつ、卒業式等の「君が代」斉唱中に「不起立」であったり「ピアノ伴奏を拒んだり」しています。都教委は、そうした彼らを「職務命令」違反として懲戒処分にしています。
また、卒業式等を控えた生徒を前に憲法19条（思想良心の自由）の解説をしたり、来賓として他校の式典に参加して「日の君」強制問題に触れた挨拶をしたりした教員まで処分される事態となっています。
都教委は、この「日の君」強制を「徹底」させるために、“問題”の起きそうな学校での儀式には都職員を派遣して「同通達」の遵守状況を監視したりビデオ撮影をしたりしています。

更に、2006年3月13日の「3.13通達」により、「君が代」斉唱時に生徒が不起立など「不適切な行為」をした場合には教員がその指導責任を問われることになりました。

また、2006年4月13日の「4.13通知」では、校長らによる《企画調整会議》を学校経営の中心と位置づけ「職員会議等での挙手や採決の禁止」が明文化されたことにより、（教委に手繰られた）校長の（校内）専制権力が確立し、校長の意見（結論）への絶対服従体制となりました。そのことにより、これまでのような職員の民主的話し合いや活発な議論は消滅させられました。それは、職員がいかに熱心に話し合ったとしても校長が下す一言ですべてが決定してしまう「虚しさ」と不当さがあるからです。
当初、この「通知」の発出目的は、校長による卒業式計画等の決定や「日の君」強制への反発意見等、職員との議論から校長を守るためのものでしたが、一般的な課題に対しても校長の「結論」が決まっているかもしれない議題に対して職員が熱心に話し合う気力を欠くのは当然のことです。今では、学校全体の研究意欲や議論の気力低下を招いており、一部の校長から「同通知」撤回の要望が都教委に出されていますが、都は応じようとはしていません。
「同通達」の発出(2003/10/23)以来、これまで毎年、この件での懲戒処分は戒告に留まらず減給や停職に及びます。それらは被処分者の給与に反映するので、定年までの総所得額が大きく目減りするだけでなく年金受給額にも影響してきます。また、最近では、懲戒処分の累積を理由に「免職」処分の懸念も出ています。
更に、この懲戒処分を受けたことによる「勤務成績不良」という業績評価を理由に、定年後の再雇用（嘱託）の取り消しや非常勤講師としての採用拒否等が行われ、本来、希望者全員採用が保障されているはずの定年後5年間の嘱託勤務が「剥奪」され、当該教員の生活権が脅かされています。
都教委は、こうした「苛酷」な仕打ちを「見せしめ」として、教職員に「日の君」強制への「服従」を強いていますが、これまでの被処分者総数は、2008(h20)年度の入学式(4月)で新たに2名が処分されたことにより、延べ410名にのぼります（都教委発表）。
これは正に、「日の君」を「踏み絵」とした日本の教育史上最大の「思想弾圧」若しくは国家主義的な「教員粛正」と言えるものです。更に、これから先の卒業式、入学式等でも新たな処分が予想されます。
④ 教育活動全般への統制強化
都教委によるこのように強権的な教育政策は、この「日の君」強制だけに留まらず、教委や校長のリーダーシップを明確にして学校運営を効率化する為として、職員会議等に於ける議事での「挙手や採決」を禁止したり（2006年「4.13通知」）、成果主義的な人事考課や業績評価等による恣意的な差別処遇や教員異動等での操作をしたりすることで教職員を分断し、学校を上意下達の場に変えています。そこでは教職員間に、民主教育の基本としての「平等」や「信頼」や「協力」の関係は失われ、中央集権的で上意下達の隷属的秩序と形式的な体裁だけを整える管理教育が横行しています。　
また、都教委は、教科書採択や研究研修等におけるこれまでの民主的慣行もことごとく廃止するなど、教育内容を始め学校教育活動全般への統制を強めることで民主教育そのものを破壊しようとしています。
こうした抑圧的で管理的な教育環境は、教委や校長の「教育方針」が絶対視され、それに沿った見える成果を挙げることだけが求められることにより、教育の手段や目的が歪んできています。
また、教育への権力支配が進む当然の帰結として、教科書や教育内容の扱いについても、教委の方針や政府(文科省)の政策への批判を許さぬ体制的な縛りが強くなり、学校は、国家経営にとって都合の良い「人材」供給の場に過ぎなくなってきています。　

戦前のように、国民の教育を国家（政府）に「独占」させないために、戦後は、一般の行政組織とは別立ての「教育委員会」制度とされたはずですが、今や、その理念は全く形骸化しています。
更に、自由で民主的な雰囲気が失われた学校では、活発に議論し粘り強く考えたり努力したりする教育プロセスが抑制されるため、学校教育全体で教職員や児童生徒の自主的自発的な取り組み意欲が削がれ「真理を探求し、社会性を培う」という、真に教育的な健全性が歪められています。
(2) 「戦争のできる国づくり」へ　　…「個より公」への意識改革 …
　① 「日の君」強制 と 国策 　　　　
石原都知事が、「同通達」で「国旗国歌への儀礼教育」に姿を借りた「国家権力への服従教育訓練」を反復徹底させることにより、教師や児童生徒のみならず保護者来賓等を通して国民一般にも右翼国粋的国家観や封建的道徳観を育成し、東京の公教育において国家主義的な教育体制を築き上げたい、という個人的教育信念や野望をもっていることは、彼のこれまでの言動や行動等からも明らかです。　
以前から強硬な極右思想の持ち主として定評のあった石原は、東京都知事(第14代)に初当選(1999(h11)年)した翌年に「心の東京革命」教育推進プランを発表しました。そして、教育基本法改悪を先取りして学校を愛国主義へ動員する政策を押し進め、戦後民主教育を破壊することを「東京から（日本の）教育を変える」と宣言しました。（参考：「教育基本法」の改悪は、2006年12月15日に安倍内閣が強行しました）
そして、同年(2000)3月に起きた「国立二小問題」に際しては、早速、教員6名を戒告、7名を文書訓告処分としました。（※参考：この処分の撤回を求めた「日の丸掲揚、国立二小処分撤回請求裁判の最高裁判決(2008/8/6)は、校長に（国旗掲揚を）抗議をしたことは「公務員信用失墜行為」、抗議リボン着用で卒業式に出席したことは「職務専念義務違反」として都教委側の主張を全面的に認め教員側の上告を棄却しました）
この他にも、一方的な基準による「指導力不足教員政策」や業績評価に基づく「新教員評価制度」（人事考課）の導入、及び、管理運営規則等の改変強行で学校に権力的階層構造を構築することで教職員管理体制を強化し、また、「新しい歴史教科書をつくる会」（通称：つくる会）編纂の歴史教科書の「採択」強行などで教育内容への介入も図ってきました。
その石原は、2003年4月に行われた彼にとって2期目の都知事選挙において史上最高の得票率70.21％(308万票)で再選を果たしました（※参考：最終投票率は前回比マイナス12.93％ポイントの44.94％）。そして、石原は、この再選により自らの思想と行動力に都民からの支持を得たと確信し、約半年後の10月23日に、「日の君」を強制するいわゆる「10.23通達」を発出しました。
また、当時は、国政において国民的人気のあった右翼政治家・小泉純一郎首相（在任：2001/4/26～2006/9/26）が歴史認識問題（いわゆる靖国問題）で中国や韓国と摩擦を起こしながらも「A級戦犯」が祀られる靖国神社への参拝を毎年強行していました（※参考：小泉首相の靖国参拝は2005年9月30日の大阪高裁判決で「違憲」とされこの判決が確定（10/12）しました）。
そうした強硬姿勢に触発されて一部の日本人の間にも中韓に対する反発が強まり、あの戦争は「自衛戦争」であったとする靖国神社の国粋主義的な戦争観が広まることにもなり、「南京大虐殺」は無かった、従軍慰安婦に「強制」は無かったとする論調まで出て、歴史教科書での従軍慰安婦の記述が問題となりました。

また、戦争を賛美し「自虐史観を糾す」とした扶桑社版「つくる会」の歴史や公民の教科書が2001年の教科書検定に合格し東京では都立養護学校2校で「採択」されました。（※参考：全国での採択率は0.039％）、更に、2004年には都立中高一貫校1校で、2005年には東京杉並区と新たな都立中高一貫校3校で採択され（※参考：全国採択率は約0.5％と、前回の約10倍増）石原都政下で東京の歴史公民教科書の“国粋化”も進みました。（※参考：東京以外では、栃木県大田原市、愛媛県、一部の私立校等で採択されています）
更に、1990年代初頭にそれまでの住宅狂乱バブルが崩壊して以来、長期低迷を続けていた日本経済は、いわゆる小泉構造改革路線により様々な分野でリストラが進みました。アメリカ主導の新自由主義による市場経済の競争原理が促進されたことにより労働者賃金の成績主義、成果主義が強化され、また、競争力強化のために人件費抑制を図るためとして派遣労働やパート労働等の非正規雇用化が進みました。そうした潮流の中で労働基本権の保障が形骸化していくことにより労働運動が弱体化していわゆる左翼勢力の影響力が衰凋していきました。
国政や都政での、こうした剛腕、強引な国家主義的リーダーの下での国粋的思想潮流と、労働賃金にも厳しい競争原理をはたらかせる労働経済環境の激変の中で、国民の間には、「日の君」強制という「思想良心の自由に関わる憲法問題」と向き合う「心の余裕」もなく、国民的関心が高まるまでには至りませんでした。
しかしながら、その後の世論調査などでの反応では、やはり、《「思想良心の自由」を侵してまでする「日の君」強制は行き過ぎ 》とするものが多く、石原らの国家主義的な戦前回帰の強硬姿勢を全面的に支持するというものではないことは明らかです。
この「日の君」強制問題は、単に石原の個人的極右信念の押し付けや公教育の私物化という側面だけでなく、また、超剛腕都知事・石原にすり寄った都教委幹部や御用文化人による「おもねり教育政策」というだけではありません。この時代の右翼的政治社会潮流がこうした教育政策を誘い出し、また、時の政権(文科省)の国策（国家戦略）の支持支援を受けていたからこそ成り立ちえた「教育施策」といえます。
つまり、東京都の「日の君」強制における、基本的人権を平気で蹂躙する「人権感覚」、それに、憲法理念に反したあからさまな国家主義教育を推進する「憲法感覚」等々、これらは本来、憲政の根幹理念に触れるものであり、国は、率先して東京都（の教育政策）を糾すべき立場にあります。
しかしながら、これまで約60年間の自民党系の保守反動政権の下で、政治、軍事（自衛隊）、経済、司法、教育等々の全般にわたって国民主権を掲げる「憲法理念」が形骸化され、国民生活が憲法に護られない「無権利状態」に陥れられてしまっている状況の中で、国民は自らの権利を主張する術を見失いかけています。こうした中で、憲法に依らない悪政がどんどん押し進められてきました。　
「靖国参拝は違憲」とした大阪高裁の確定判決(2005/10/12)を無視して参拝を続ける小泉首相を始め、憲法「改定」を目標に掲げる国（政府与党）は、東京都のこうした憲法蹂躙の施策を擁護(許容)こそすれ批判はしません。それは、「日の君」強制の目指す国家主義教育が国家戦略（国策）に沿うものであるからに他なりません。　
（付記：※＊参考：2004年10月28日、赤坂御苑で行われた毎年恒例の天皇主催の「園遊会」で、招待されていた将棋・永世棋聖の米長邦雄（石原が任命している東京都教育委員の内の中心人物）が都教育委員の仕事について「日本中の学校で国旗を掲げ国歌を斉唱させることが私の仕事でございます」と、天皇明仁に話しかけた時、天皇は、「やはり、強制になるということではないことが望ましいですね」と返答しました。それに対して米長はやや慌てた感じで「もう、もちろんそう、本当に素晴らしいお言葉をいただき、ありがとうございました」と答えました。彼には、天皇の返答が想定外であったようで、うまくはぐらかされて残念至極といった感じです。このことは、天皇の返答の「常識性」を評価する以上に、米長の発言に当時の都教委の「日の君」強制に賭ける並々ならぬ決意が感じられます） 
②  戦争のできる国
この「日の君」強制が現保守党政権に擁護（許容）されている背景としては、アメリカ主導の国際経済のグローバル化が進展する新自由主義路線の下で、日本がその経済競争に…武力を背景にしてでも…打ち勝つための「国づくり」（国民づくり）を志向する政権支配層や産業界の要請があります。
それは、以前からくすぶる中国、韓国、ロシアとの領有権問題、　アメリカ同時多発テロ（2001/9/11）以降の「テロとの闘い」を口実とした米国の中東支配政策への追従支援、　「国際貢献」名目による米国支援自衛隊のイラク派兵、　インド洋での米国等艦船への給油支援、　北朝鮮を当面の仮想敵とした「ミサイル防衛構想」や北朝鮮「核開発計画」阻止のための米国との協調、　「聖域化」した巨額な軍事（自衛隊）予算や「日米軍事同盟の緊密化」、　防衛「省」への昇格（’07/1/9）に伴う自衛隊「海外派兵の本来任務化」等々、　自衛隊権能の拡大路線を進める最近の防衛政策にも現れているように、世界的に展開する日本（及びアメリカ）の経済権益を護るための「軍事力」強化を図ろうとするものです。それは、日本がいずれ近い将来に「憲法9条」の改悪を主眼とした憲法改定により、アメリカに追随した「戦争のできる国」を目指すための準備に他なりません。
つまり、現在、憲法9条（戦争放棄・戦力不保持）で禁じられている「戦争」を容認する世論をつくりあげるには、政府の方針（国策）に忠実で従順な国家主義的な「愛国心」を育成する必要があります。その手段の一つが、「日の君」強制であるといえます。　
それは、「日の丸(国旗)・君が代(国歌)」をシンボルとした絶対的な国家への尊崇表出形態の反復「強制」に慣れさせることにより国家への「批判的精神」を萎えさせ、盲目的な全体主義的愛国心を醸成して権力者や上司の意向に忠実な国民を育成することにあります。そして、異端や異論を排除し各組織での協調性や組織力を強化し「集団的競争力」を高めようとするものです。そして、そうした集団ヒステリーを高揚させる中で、「国家」の為なら戦争も辞さないという「愛国心」を国民に競わせようとするものです。
更に、最終的には国家主義的一体感をもった大政翼賛体制を作り上げて国民の総動員体制を構築することにより「国策」の遂行を容易にし「国益」（つまりは支配層の利益）の増進を図ろうとするものです。
③ 国粋主義 と 愛国心
そこで、政官財の保守反動勢力は、現代にまで続く日本の歴史的権力者の偉業や伝統文化の保護や尊重を強調することで、日本の歴史的永続性や優秀性を国民にことさら意識付けようとしたり、スポーツの国際イベント等でマスメディアを動員して「日の丸・君が代」を強調することで国民的一体感や高揚感を煽ったり、国際化が進展する中での民族独自性を意識させたりすることにより日本（国家）の存在感や日本への帰属意識を高めようとしています。　
そして、また、日中戦争(1931(s6)～1945(s20))や太平洋戦争(1941(s16)～1945(s20))中に日本軍が犯した人道に反する戦争犯罪を直視し反省することを「自虐的」、「反日的」と非難する御用学者や右翼知識人、及び、威圧的な街宣活動をする右翼団体等を動員して、いわゆる南京大虐殺や従軍慰安婦問題の存在を否定したり、沖縄住民集団自決における旧日本軍の命令の存在を否定したりするなどしています。
（※参考：大江健三郎氏がその著書「沖縄ノート」で、住民の集団自決に軍命の存在があったとしていることに対し元守備隊長らが名誉毀損で提訴していた裁判での大阪地裁（深見裁判長）判決(2008/3/28)は、「自決のあったすべての場所に日本軍が駐屯し、駐屯しなかった場所では自決がなかった。軍は両元隊長を頂点とする上意下達の組織だった」などとして軍や元隊長が住民集団自決にかかわったと認定し元隊長らの請求を棄却しました）
こうした、国際的にも批判される誤った歴史認識をもって戦争を正当化したり美化したりして戦前の天皇制軍国主義体制のマイナスイメージを払拭し、国家主義的及び国粋主義的な「国家国民の誇り」を回復させ、情緒的な「愛国心」を昂揚させようとしています。
そこでは、国家や国民を将棋の駒のように弄ぶ政治権力者（政府）の横暴と暴力によって「人生」を踏みにじられ、「人権」を虐げられ、「生活」を破壊された人々への民衆的視点を全く欠いています。そして、そうした国家主義的な政治巷談で日本の歴代支配層の治世の正当性の復権と成果の宣伝に躍起となっています。
そうした国粋主義的主張をする勢力の一部では、彼らの思想と異なる考えを持つ人々の発言や表現を十把一絡げに「反日」的と非難して執拗に攻撃し暴力的脅威を加えて押さえ込もうとしています。ここには真摯な討論も言論の自由も存在せず、軍隊や警察を動員して力ずくで批判勢力を圧殺していた戦前の日本の「国家による暴力支配体制」と通じるものがあります。
また、そうした彼らの主張は現政権支配層の「本音」の部分と内容的思想的に似通っていることが多くあります。そこで、現政権側は、自分たちを批判する勢力を萎縮させ沈静化させるためにこうした右翼勢力を都合よく泳がせて利用しています。そのため、現政権には彼らのそうした暴力的脅迫行為を本気で取り締まり、思想表現の自由や闊達な議論が尊重され憲法の理念が生かされる民主社会を積極的に構築しようとする気配は全く見られません。　
④ 意識改革
更に、都教委等は、戦争を賛美し戦前体制を擁護するなど極めて偏向した歴史観を持つ「新しい歴史教科書をつくる会」が編纂した歴史教科書を「教科書検定」に合格させ（2001～）、多くの反対を押し切って一部の学校で強引に採択させるなど、いわゆる「靖国派」と呼ばれる反動勢力の攻勢を背景に「日の君」を中心シンボルとした偏愛的な「国粋主義的国家観」による「報国精神」の復興を図ろうとしています。

また、現憲法の「国民主権」や「個人の尊重」等の理念を政策に生かそうとせず、不合理で利権的な戦前体質を温存した不公正な権力主義や官尊民卑体質の施政が国民の主体的社会意識や公徳心を後退させていることは棚に上げ、現憲法による「個人主義や権利の主張」等の「人権意識」の行き過ぎが社会を乱れさせているとして、権利の主張の抑制を始め道徳教育や社会規範強化の口実としています。

上述したような国家中心の「国づくり（国民づくり）」のためには、何よりも、「個」よりも「公」を重んずる国民の「意識改革」が求められています。
しかし、これら「個」よりも「公」を言い立てる論法は、「公」に名を借りた政権支配層の「個」の利益を代弁し、対立する「個」（国民）の権利を蹂躙し抑圧する方便として用いられているに過ぎません。 
現日本国憲法は「国民主権」や「個人の尊厳」、「人権保障」を根幹理念としていますが、それは「公」に対する「個」の絶対優越や権利の濫用を認めているわけではないのは自明です。
しかし、戦前の例を見るまでもなく、「公」（国家）と「個」（国民）を相対的に見た場合、政治的、経済的、権力的に絶大な力をもつ「公」に対して圧倒的に弱い立場にある「個」にアドバンテージを与えて尊重や保護をしなければ公平さや公正さは保たれず、個人及び少数者の権利は守られず民主的な国家社会の発展は図れないという歴史的教訓から「公」の施政に対する配慮規制として「個」の尊重が謳われています。
ここにあって、「個」より「公」を優先させなければならないような場合には、「個の権利」を犠牲にしても勝るだけの明確にして十分な「公共の福祉」の根拠が示されなければなりません。そうして出来上がる共同体でこそお互いの「個」を尊重し合う民主的な「公」（社会）が成り立ちます。
　

(3) 憲法形骸化の歩み　　…「人権意識」の徹底破壊 …
① 日本国憲法 の 成立
戦前の天皇制軍国主義国家体制（政府）により引き起こされた「国民」への抑圧や悲惨な戦争の反省から生まれた日本国憲法(1947(s22)/5/3)は、国家の理想と個人の尊厳等の人間精神の理想を高く掲げた理念をもち、特に、その前文には国民主権が謳われ、第9条等には平和主義（戦争放棄）が、第11条、13条等には基本的人権の保障と国政上最大の尊重を要するものとして「個人の尊重や生命、自由及び幸福追求の権利」が明記されています。
　
1945(s20)年8月15日の敗戦以降、ポツダム宣言の受諾により大日本帝国憲法体制を抜本的に改革するための「新憲法案」が論議された時、日本政府がまとめた帝国憲法改正案としての「憲法改正要綱（松本試案）」は、権限を多少弱めてはいるものの相変わらず天皇を主権者とするなど、帝国憲法と質的に殆ど代わり映えがしない極めて保守的なものでした。
そのため、当時のGHQ（連合国軍最高司令官総司令部）は、日本政府に民主的憲法の制定能力は無いと判断し、戦争を引き起こした軍国主義体制の解体と政治・経済・社会制度の民主化を図るために、象徴天皇、戦争放棄（軍備放棄、交戦権放棄）、封建制廃止の三原則に日本の国情や国民の要望も勘案し平和国家建設の理想を込めた新憲法草案（マッカーサー草案：以下、GHQ案）（後出）を改正案のサンプルとして日本政府に提示しました。
この「GHQ案」の民主的条項は当時の日本国民の予想をはるかに超えた「画期的なもの」でした。そこで、多くの人々に支持されたことにより「憲法改正草案」となって帝国議会で修正審議を経て可決された後、日本国憲法として公布(1946/11/3)され施行(1947/5/3)されました。
【日本国憲法　施行までの詳細】
戦争終結のために日本政府が受諾を表明（1945/8/15）したポツダム宣言（米英支ソ四国共同宣言1945/7/26）には、「日本国政府ハ日本国国民ノ間ニ於ケル民主主義的傾向ノ復活強化ニ対スル一切ノ障礙ヲ除去スベ」きこと、「言論、宗教及思想ノ自由並ニ基本的人権ノ尊重ハ確立セラルベ」きこと、「日本国国民ノ自由ニ表明セル意思ニ従ヒ平和的傾向ヲ有シ且責任アル政府ガ樹立セラルルニ於テハ」連合軍の占領が解かれること、等が盛り込まれていました。
その後、日本政府は「国体護持」（天皇中心の政治体制の継続）だけは譲れない降伏条件として最後まで連合国と交渉しましたが、結局、9月2日に東京湾に浮かぶ米戦艦ミズーリ甲板上での「無条件降伏」文書への調印となり、GHQに日本の全施政権を委ねました。（「国体護持」が保障されないままでの「敗戦」や「降伏」を認めたくなく帝国の「メンツ」に拘る日本政府は、降伏文書の調印に、元首天皇や総理大臣（東久邇宮稔彦王）ではなく外相の重光葵を全権大使として差し向けました）
したがって、同宣言に反する大日本帝国憲法を抜本的に改正すべきことは自明のことであり、政府が早急に取り組まなければならない課題でした。
そこで、次の幣原喜重郎内閣（1945/10/9～1946/5/22）の下に「憲法問題調査委員会」（委員長：松本烝治）を設置して帝国憲法「修正」問題を審議しました。そして、その結果を閣議で了承した後、「憲法改正要綱」（松本試案）として1946年2月8日にGHQに提出しました。
しかし、敗戦後に組織されたとはいっても帝国憲法下の内閣によるこの「同要綱」は、国体の大変革を帝国憲法の部分修正で済まそうとするお粗末極まりないものであり、ポツダム宣言を履行する「抜本改正」にはほど遠く、主権在民や議院内閣制、男女平等というGHQの示した条件をも全く満たしていませんでした。　
既に、同年2月1日付毎日新聞のスクープで「同要綱」の内容を知っていたGHQは、それを受け容れがたく思い、日本政府に民主的憲法作成能力はないと判断して、GHQ自らが憲法改正案のサンプルを作成して日本政府に提示することとし早急に作業を開始しました。
そして、2月13日、GHQは、提出された「同要綱」に対する回答として、マッカーサー草案（GHQ案）と呼ばれる憲法改正案（サンプル）を日本政府に手渡しました。

日本政府は、GHQとの折衝でその草案を少し手直ししただけで受け容れを決め、3月6日に「憲法改正草案要綱」政府案として決定し、翌日、国民に公表しました。この「要綱」を元に、国民の間では広く議論が行われました。　　
そして、「GHQ解散」、「終戦解散」と呼ばれる衆議院の解散の後、同年4月10日には、帝国憲法下では最後にして戦後初となる第22回衆議院議員選挙が行われました。ここでは初めて男女普通選挙も行われましたが、国民の最大関心事は、憲法や女性参政権よりも生活の安定にあったようです。

その後、4月17日に、要綱を条文化した「憲法改正草案」が公表され、枢密院での審査を終えた後、6月20日に大日本帝国憲法73条の憲法改正手続きに基づき衆議院に付されました。その後、若干の修正が加えられた後、8月24日に可決され、その後、貴族院が修正を加えた回付案に衆議院が同意して10月7日に帝国憲法改正案が成立しました。それを再び枢密院に諮り10月29日に可決した後、天皇裕仁の裁可を経て、11月3日に大日本帝国憲法の改正案は日本国憲法として公布され、翌1947 (s22)年5月3日に施行されました。　

【GHQ案（マッカーサー草案）について】
※　マッカーサー憲法草案　

原文　http://www.cc.matsuyama-u.ac.jp/~tamura/makasakennpou.htm
敗戦直後の日本政府は、戦前体質をそのまま引きずっており、民主的憲法案を作成する資質も能力もありませんでしたが、当時の進歩党、社会党、共産党などの諸政党を始め民間からの私案なども含め、新生日本への期待を込めて数多くの憲法試案が出されました。
そうした中で、このGHQ案（マッカーサー草案）の起草に大きな影響を与えたものが、元東大教授の高野岩三郎氏らによって憲法制定の準備や研究を目的として結成された「憲法研究会」による「憲法草案要綱」（1945年12月27日発表）といわれています。
GHQは、象徴天皇制、戦争放棄、封建制廃止という三原則に基づく諸課題とこの「同要綱」などを検討し、憲法改正案（GHQ案）を起草しました。
このGHQ案作成過程の中でも、少女時代の一時期を日本で過ごし、戦後、GHQ民政局のスタッフとして22才で再来日してこの草案の人権条項の作成に携わったベアテ・シロタ・ゴードンさんの話などは、日本の民主的創世に賭ける当時のGHQの意欲的な姿勢を示す象徴的な例といえます。その彼女が起草した案は、憲法第14条「法の下の平等」、第24条「両性の平等原則」などに生かされ、その後の日本社会・家族制度にとって画期的なものとなりました。
特に、これらの条項が、女性の権利や社会的地位の向上に果たす役割は大きく、今日でも、世界のトップレベルにあるといえます。このことは、幼い頃、戦前の日本女性の地位の低さと悲惨な生活をつぶさに見聞していた彼女の生活経験から、日本女性解放の意義に燃えて旧弊と闘いこの草案の作成に心血を注いだ彼女の情熱と努力を抜きには語れません。
（※「憲法草案要綱」　http://www.ndl.go.jp/constitution/shiryo/02/052shoshi.html ）
高野氏らの「憲法研究会」によりまとめられた、「憲法草案要綱」の内容は、
「根本原則（統治権）…　日本国の統治権は日本国民より発する。　天皇は国政を親らせず国政の一切の最高責任者は内閣とする。　天皇は国民の委任より専ら国家的儀礼を司る。　天皇の即位は議会の承認を経るものとする。等々」
「国民の権利・義務…　国民は法律の前に平等であり出生又は身分に基づく一切の差別はこれを廃止する。　国民の言論・学術・芸術・宗教の自由を妨げる如何なる法令をも発布することはできない。　国民は拷問を加えられない。　国民は国民請願・国民発案及び国民表決の権利を有する。 　国民は健康にして文化的水準の生活を営む権利を有する。　国民は休息の権利を有する。　国家は最高８時間労働の実施、勤労者に対する有給休暇制療養所・社交教養機関の完備を行わなければならない。　国民は老年・疾病その他の事情により労働不能に陥った場合生活を保証される権利を有する。　国民は民主主義並びに平和思想に基づく人格完成社会道徳確立諸民族との協同に努める義務を有する。等々」、

「議会…　議会は二院より成る。　議会の会議は公開し秘密会を廃する。　議会は国民投票によって解散を可決されたときは直ちに解散しなければならない。等々」、

「内閣…　総理大臣は両院議長の推薦によって決する。　各省大臣・国務大臣は総理大臣が任命する。等々」、

「司法…　司法権は国民の名により裁判所構成法及び陪審法の定める所により裁判所がこれを行う。　裁判官は独立にして唯法律にのみ服する。　行政裁判所長検事総長は公選とする。検察官は行政機関より独立する。　無罪の判決を受けた者に対する国家補償は遺憾なきを期さなければならない。等々」、

「会計及び財政…　国の歳出歳入は各会計年度毎に詳細明確に予算に規定し会計年度の開始前に法律を以って之を定める。　予算は先ず第一院に提出しなければならない。その承認を経た項目及び金額については第二院がこれを否決することができない。　租税の賦課は公正でなければならない。苟も消費税を偏重して国民に過重の負担を負わせることを禁じる。等々」、

「経済…　経済生活は国民各自をして人間に値すべき健全な生活を行わせることを目的とし正義・進歩・平等の原則に適合することを要する。　各人の私有並経済上の自由は此の限界内に於て保障される。　所有権は同時に公共の福利に役立つべき義務を有する。　土地の分配及び利用は総ての国民に健康な生活保障できるようにしなければならない。　寄生的土地所有並びに封建的小作料は禁止する。　精神的労作者・著者・発明家・芸術家の権利は保障されなければならない。　労働者その他一切の勤労者の労働条件改善のための結社並びに運動の自由は保障されなければならない。これを制限又は妨害する法令・契約及び処置は総て禁止する。等々」、

「補則 …　憲法は立法により改正する。但し議員の3分の2以上の出席及び出席の半数以上の同意があることを要する。　国民請願に基づき国民投票を以て憲法の改正を決する場合においては、有権者の過半数の同意があることを要する。　この憲法の規定並びに精神に反する一切の法令及び制度は直ちに廃止する。　皇室典範は議会の議を経て定めることを要する。等々」、
このように、「憲法草案要綱」には、現憲法にそのまま引き写されたとしか思えないような項目が数多くあり、GHQ案に大きな影響を与えていたことが窺えます。
また、高野岩三郎私案では、大統領制、土地の国有制、司法権の行政権からの独立等が提起されていました。
GHQ案（マッカーサー草案）を元につくられた帝国憲法改正のための政府案（憲法改正草案）が論議された第90帝国議会では、衆議院に付された6月20日以降、8月24日に衆院可決、その後、貴族院からの修正回付案に衆院が同意して10月7日に実質的に成立するまで、集中した論議が尽くされました。（その後、政府は、成立した「修正帝国憲法改正案」を枢密院に諮詢、同院は10月29日に天皇裕仁臨席の下、同案を全会一致で可決、同日、天皇は帝国憲法改正を裁可し、11月3日に「日本国憲法」公布、翌1947年5月3日施行） 
その修正協議の中で、25条の生存権規定や大臣の文民規定なども付け加えられました。また、憲法14条では「すべて国民は法の下に平等であつて～」となっていますが、草案では「人は」となっていました。また、政府案はGHQ案の一院制を二院制に修正し、また議院内閣制に関する規定も大幅に変更しました。
また、第2章（戦争の放棄）の第9条（戦力不保持、交戦権の否認）も、何度も修正されています。段落を繋ぐ箇所で、「前項の目的を達するため」という文言を挿入した「芦田修正」と呼ばれるものは、その後、「自衛のための戦力の保持は留保している」との解釈が生まれ、自衛隊の創設（実質再軍備）に繋がりました。
GHQ（マッカーサー）が、サンプルを（草案）を示してまで日本に帝国憲法改正案の作成を急ぎ迫ったことには理由があります。
まず、連合軍による対日占領政策の基本はポツダム宣言によって規定されていましたが，日本の占領がアメリカによる事実上の単独占領として行われた結果，アメリカの対日方針が連合国の方針の名のもとに貫徹されることとなりました。
アメリカの対日方針は、国務省・陸軍省・海軍省が共同で作成し、トルーマン大統領の承認を得て1945(s20)年9月22日に発表された「降伏後におけるアメリカの初期の対日方針」の中に示されています。それによれば占領の目的は、① 日本がふたたびアメリカの脅威となり、また世界の平和および安全の脅威とならざること。 ② 他国家の権利を尊重し、国際連合憲章の理想と原則に示されたアメリカの目的を支持すべき平和的かつ責任ある政府を究極において樹立すること。でした。
そして、そのために、GHQの当初の任務は、日本の「武装解除ならびに非軍国主義化」におかれ，非軍国主義化は、「軍国主義体制の解体と民主主義制度の確立」ということでした。
しかし、帝国憲法改正の当初政府案（松本試案）を見たGHQは、日本政府に民主的憲法の制定能力は無いと判断し、そこで、前述のように、憲法改正案サンプル（マッカーサー草案）を提示するということになりました。
当時、アメリカは、世界政策の重点をナチス敗北後のヨーロッパに置き、極東では中国・国民党政権の安定化に置いていました。そこで、日本では、陸海軍と特別高等警察の解体、戦犯の逮捕、軍国主義者の公職追放、政教分離、軍国主義教育の廃止、軍需産業の禁止、軍閥・財閥解体、農地改革、労働基本権の承認等々、そして、それら戦後民主主義改革の象徴として「帝国憲法の改正」（日本国憲法の制定）が行われました。
しかし、アメリカの、この対日民主化方針も、ソ連との冷戦や中国共産革命の進展等により、1947年の「2.1スト」中止命令を契機に占領政策の大きな転換が始まり、日本を「反共の防壁」や「極東の工場」として位置づけていくことになり現在にまで繋がっています。
また、1945年12月26日、連合国に極東委員会（FEC）が設置され、GHQをコントロールする上位機関となったことによりマッカーサーはその決定に従うことになりました。
マッカーサーは、そのとき既に天皇裕仁を戦犯から外し天皇を利用する形で占領政策を遂行する構想であったようです。一方、FECのメンバーには天皇の戦犯指名を求めるソ連、オーストラリア、ニュージーランド、フィリピンなどの国々が入ることになっていました。
そこで、FECの第1回委員会が開催（1946年2月26日）される前に、彼らが受け入れやすい民主的な憲法案が既に日本政府から自主的に提示されているという状況が必要でした。　ところが、日本政府の当初の憲法改正案（松本試案）は、天皇制の維持に腐心するばかりで抜本改革の意欲に乏しくFECの強権発動を引き出しかねないほど非民主的な内容でした。そこで前述のように、GHQがサンプルを示し改正作業を促進させることになりました。
【アメリカにより「押し付けられた憲法」論について】
帝国憲法改正案については、旧態依然たる政府案（松本試案）だけではなく、民間から数多くの民主的試案が出されたことが注目されます。それは、当時の日本の底流に於いて（戦前、非合法の弾圧下でありながらも）民主主義思想の広がりと研究がなされていたことが窺えます。
そうした日本国民の民主主義的「潜在能力」に、GHQによる「アメリカ民主主義と理想主義」の強力な支援（GHQ案）を得て、日本国憲法は成立したと言えます。
戦前の専制体制や封建思想の残滓を色濃く残した敗戦直後の日本では、日本人がすべて自力でこれらを乗り越えて（無条件降伏の要件たる）ポツダム宣言に沿う民主化を達成し帝国憲法改正を実現して行くには抵抗と混乱が多く犠牲や消耗を重ねたことと思います。（現に、日本政府の帝国憲法改正案であったところの「松本試案」では、自主的な民主化能力の限界が示されていました）

そこで、総合的に判断して、民主的内容のGHQ案は、民主的憲法作成「能力」に乏しかった当時の日本にとって有益でありこそすれ、それを「押し付けられた」有害無益なものとすることは出来ないように思います。そして、また、議会での改正案審議においても、口語化などの形式的な修正を除く実質的な内容においても数多くの修正が重ねられており、現行憲法は、十分に、日本人の手によって作成されたものといえます。　
そうしたことから、「現憲法は、GHQにより被占領下で押し付けられたものであり、よって自主憲法制定が必要」という、日本国民の意に反してGHQ案が押し付けられそのまま日本国憲法になってしまったかのような右翼改憲派の主張は手続き的にも内容的にも全く正しくなく、はなはだ欺瞞的なものと言わざるを得ません。
②　憲法空洞化
しかし、その後、今日の自民党に至るまでの歴代の保守政権は、こうした新憲法の成立過程や民主的な内容の優秀性等をことさら無視し、当時の「政府案（松本試案）」が否定され「GHQ案」が現憲法の元になったことだけを捉えて「これは日本が被占領中、絶対的な権力を持っていたGHQ（アメリカ）から押し付けられ拒むことが出来なかった憲法」であると非難し、戦後一貫して「自主憲法制定」を党是として主張しています。
しかし、彼らは、「押し付けられた」という形態を問題にしているように見せて、実は、その「民主的内容」そのものが気に入らないのであり、それは、その後、当時の「旧帝国憲法と代わり映えのしない政府案」をなぞるかのように現憲法の基本理念（国民主権、基本的人権尊重、平和主義）を軽視し希薄化させる政治姿勢を貫き続け、「公共の福祉」（つまりは、国家目的）優先の名目で「個人の尊重」や「人権の尊重」を形骸化させ国家主義を復活させる体制作りを国政全般で進めてきていることでも明らかです。
それは、現政権が、戦前の政権と同じように、国民全体の利益よりも一部政権支配層の利益を優先させる政策基本理念をもつからに他なりません。
　
そして、例えば、憲法9条（戦争放棄、戦力不保持）に違反する「自衛名目の実質再軍備」された自衛隊は、既に世界屈指の軍事予算と近代的なハイテク戦力を持ち、また、アメリカに追随した軍事同盟を緊密化することで東アジアや世界の平和構築に障害をもたらし、憲法前文の「国づくり」や「国際平和への貢献」の理想に大きな風穴を開けています。

また、労働法制等の改悪により、今では、「企業の門前で憲法は立ちすくむ」と言われるほど、主権者・国民労働者の保護よりも産業界の経済論理が優先する労務管理や雇用政策がとられ、リストラという名の人員整理や人件費抑制策ばかりが罷り通っています。そして、多くの勤労庶民には、憲法にいう「労働基本権」や「健康で文化的な最低限度の生活」すら保障されているとは言えない状況が続いています。
立法部門においても、政権党に有利な選挙制度は民意を正しく反映せず、また、彼らの思惑から都市部と地方部の異常な「一票の格差」はいつまでたっても一向に改善されません。

行政部門においても、戦前からの「お上」意識が根強く残る官僚に「公僕」意識は殆ど育っていません。贈収賄等の官僚の不正や天下り、税金の無駄遣い等は後を絶たず、政府官僚機構は国民の納めた税金を食い物にしている状況が続いています。
司法部門においても、「国民主権」は実現せず、「判検交流」での判事と検事の癒着が進み国寄りの司法判断が多く出たり、国策が優先する「統治行為論」等で政府に不利となるような判決を回避したりしています。そして、司法制度改革の一環として、裁判に一般国民の「常識」を反映させるためとして2009年5月から導入される「裁判員制度」も、結局、専門職としての判事が主導する審理の「追認」をするに過ぎない「形骸化」が今から想定されています。
司法制度改革の根幹は、あまりにも「政権寄り」（政治的）となっている現在の司法を、国民主権や基本的人権の保障や平和主義等の「憲法の根幹理念」に立ち戻らせることですが、現憲法を快く思わない政権党や、任命権等でその支配を受けている司法界、そして、税金を食い物にして国民に君臨する行政は、そうした原点にもどろうとはしません。
近代の憲法概念は、「国家（政府）の勝手な行動を規制する為の憲法」のはずですが、日本の司法界は、「憲法も無制限に人権保障を認めているものではない」との憲法解釈で、国家（政府）の意向を「公共の福祉」という曖昧な概念で優先させ、「国権の制限」よりも「人権の制限」に腐心しています。これは、司法が自らの保身のために政治権力に擦り寄り、国民を権力に売り渡すに等しいものです。
また、下級審裁判で、希に、国側が破れるような司法判断が出た場合も、国（政府）側は深刻に受け止めず意に介さない態度を取ることがよくあります。これは、政権が最高裁などを支配していることから「いずれ国（政権）側になびく」と、司法が見くびられている証拠です。
司法制度上、国家権力の一部としての「裁判所」の判断は、「政治的」になりがちなものであり、それを懸念してわざわざ、憲法76条3項で「裁判官の独立性」が規定されています。それは、「政権（国策）から独立」して、憲法理念を護ることを期待されているからのことです。

政治権力に支配された司法は、警察や軍隊と同じ強制力を持った機関として、国家秩序（政権）の維持のために国民支配の一端を担っている国家権力の一部に過ぎないことを表しています。つまりは、国民を守るのではなく、政権（支配層）をまもる「盾」にすぎません。
戦前の、警察や軍隊や裁判所が国民弾圧に果たした役割を思い出すまでもなく、彼らが国民を守ってくれるとした「幻想」は、早々に捨て去るしかないようです。
しかし、戦前の憲法や法体系はともかく、現憲法の理念は、「国家（政権）の意思」以上に、主権者・国民の意思を（一応）尊重しています。ですから、具体的には選挙で反映される政権党が代表する「国民の意思」で司法の姿勢を変えることは（昔よりは）可能です。

「憲法の空洞化」とは、具体的には、政治権力におもねって「憲法」という根幹を失った「司法の空洞化」がもたらす「人権」の軽視です。
　　③ 虐げられる国民
政府が唱える経済成長や社会発展が、人間性を無視し人格を貶める雇用関係と弱肉強食の厳しい労働環境と、民意を反映しない立法府や不公正な行政や不正義な司法で押し進められている結果、むしろ様々な不平等や社会矛盾を不寛容に拡大させ、殺伐とした人間関係や社会環境を生み出してきています。
2007年の厚生労働省の統計では、全労働者の三分の一が、正社員と殆ど同じ仕事をしていながらの契約社員若しくは派遣労働者、また、フリーターとも呼称されるパート・アルバイト勤務等の非正規雇用下にあります。そして、毎日、派遣先が変わり低額な時給で企業に「必要な日だけ」使い回される「日雇い派遣」は、その苛酷さが社会問題となっています。（派遣先企業から受け取る低額な日当の内、更に3割を雇用主としての派遣会社が搾取します）
そして、彼らは、人件費の抑制と必要人員の調整弁という役割で、企業の都合だけで使い捨てられる雇用形態と社会保険料等も保障されぬ苛酷な搾取を受け、19世紀後半からの資本主義経済勃興期のような低賃金、成果主義、長時間過密労働等という無権利で不安定な労働環境に置かれ深刻な生活不安に晒されています。そして、その内の7割は生活保護基準以下の所得しかないといわれています。
一部の富裕層と大多数の貧困層の経済格差は拡大し、「勝ち組、負け組」という表現や、これまで「総中流」と言われていた日本にも「格差社会」の状況が定着しました。
そして、人材派遣会社からの携帯電話への連絡で毎日の仕事を渡り歩く「日雇い派遣」のような不安定な生活や職場のストレス、それに、低賃金のため結婚や老後など将来への展望が開けないなどの不満が鬱積しています。そうしたことが引き金となって家族や社会への報復感情となり、「誰でもいいから殺したかった」などとする通り魔的殺人傷害事件も頻発しています。（2008年3月23 日、8人死傷の土浦事件、同6月8日、7人殺害10人負傷の秋葉原事件、同7月22日、2人死傷の八王子事件等々）

また、日本の企業では、どれだけ「残業」しても一定割合しか正式にはカウントされず、残業手当のつかない雇い主本位の「サービス残業」が昔から一般化し現在に至っています。
更に、最近では、殆ど何の裁量権限もなく、部下もいないのに店長とか課長代理とかの肩書きが付き、形ばかりの僅かな手当が付くだけの「管理職」になることで勤務時間に制限はなくなり残業代も支払われなくなる「名ばかり管理職」が増大しています。
これは狡猾な企業経営者が編み出した人件費削減の手法で、大手から中小企業に至るまで広まっています。そして、月に100時間を超える「残業」をしていても「平社員」時代より手取り給与が下がる「管理職」が続出しています。こうした長時間労働や「管理職」としての過大なノルマを課せられた勤務で苛酷な搾取を受けストレスを溜める労働環境は、日本発の国際語となった「カローシ」（過労死）の温床となっています。
　
また、インドや中国等の新興国が台頭する世界経済競争の中で、国際競争に打ち勝つためには「人件費の抑制」が主要テーマであるとして、政府は、市場経済・競争原理の「新自由主義」路線の下で、構造改革と称して「小さな政府や規制緩和」政策で前出のように派遣労働の規制を弛めたり裁量労働制を導入したりするなど企業活動を有利にし労働単価を下げるための労働法制を推進しています。そして、労働者には、企業が潤えば従業員（国民）の生活もいずれ豊かになるとの論理で、労働賃金の抑制を強いてきました。
そして、日本では、世界的にも例のない長時間労働と人件費の抑制等という労働者の生活を犠牲にした弱肉強食の経済活動が「民間活力」としてもて囃され、熾烈な経済競争が進んだ結果、企業収益はバブル期（概ね1986/12～1991/2）以上に回復したにも拘わらず国民の実所得は逆に低下し、勝者と敗者の経済格差はこのまま放置できないほどに拡大しています。そして、こうした苛酷な経済競争の必然としてリストラが進み、セフティーネットの破壊も進んで、企業は栄えて労働者が滅ぶ事態が進んでいます。
同上2007年統計によると、仕事のストレスが原因でうつ病などの精神障害になり「労働災害」(労災)と認められた人数は前年度より1.3倍の268人で過去最多を更新しました。その内、過労自殺も81人で過去最多となりました。一方、過労が原因で労災認定された人数は前年度より10％増の392人、その内、過労死は前年度より5人少ない142人でした。
労働者の権利意識や労働者保護法制が十分とはいえない今の日本では、労災が疑われても労災申請をする人は少なく、また、申請してもその審査は極めて厳しくなかなか認められない現状からすると、こうした労災認定は氷山の一角であり、働けなくなったらそのまま使い捨てられている労働者がいかに多いかを物語っています。
最近では、戦前のプロレタリア文学の代表作として知られる小林多喜二の小説「蟹工船」が、ベスト・セラーとなる現象も生まれ書店で「平積み」されています。そして、蟹工船の労働者が「団結」できたことが「羨ましがられて」いる状況です。

また、自治体予算の削減や民営化の拡大等で住民サービスも低下の一途をたどり、警察庁の統計では、1998(h10)年以降、10年連続で自殺者の数が、これまで毎年3万人を越えるなどしています（2007年は年間で、前年比2.9％増の33093人。これまでの最大は、2003(h15)年の34427人）。また、家族の無理心中事件なども絶え間なく起こるなど、経済的、社会的人間関係等、色々な意味で「生きにくい」世の中となっています。そして、そうしたストレスの多い社会状況は、若者を始めとした人々の意識をも変え、以前では考えられなかったような凶悪な犯罪形態や風俗を生み出し社会不安が増すなど、「政治の不在」が叫ばれて久しい状況です。
更に、政府や企業の財政負担を減らすことを主眼に、利用者の「自己責任」や「応分負担」が声高に叫ばれ、2008年4月から創設された「後期高齢者医療制度」が「姥捨て山制度」と酷評されているように、医療や介護の質の低下や保険料の年金からの天引き等の個人への負担が高まってきています。また、「宙に浮いた5千万件の年金記録」問題の未解決（2008/3/31）や保険料の未払いの拡大による「将来の年金不安」等で、特に高齢者や社会的弱者がそのしわ寄せを大きく受けています。そして、生活保護も受けられない多くの「餓死者」が話題（北九州市）となるなど、憲法25条で保障された「最低限度の生活」さえも営めなくなっている人々が増大し、「個人の尊厳」や「幸福追求」の権利は絵に描いた餅となり、政治に於ける「憲法空洞化」や「国民切り捨て」が常態となっています。
こうした国民生活への施策の不備には、政府は常に「財源不足」を理由にします。そして、行政サービスの切り下げや保険料の値上げを含む利用者の自己負担増、消費税率のアップ等を当然のように口にし、国民に「応分の」負担ばかりを求めようとします。
そこでは、現在行われている金持ち優遇税制や巨大企業の法人税の見直し（これらは政権党への政治献金の額に絡みます）、膨大な軍事費(防衛費)や米軍への思いやり予算、また、選挙目当てのバラ撒きのための不要不急な公共事業を始めとする省庁配当予算の無駄遣い、官僚の天下り先との癒着、特殊法人改革等にはほとんど切り込もうとはしません。
一例としては、国会(2008/4)で問題となったように、集めた年金保険料で職員の厚生施設を建てたり、“暫定”という上乗せ税率を1974年以来34年も続けているガソリン税を道路特定財源として今後10年間で59兆円を「道路」だけに使い切ろうとしていたり、この道路財源を国交省の職員住宅建設に流用したり、もしています。
何より、年間80兆円規模の「一般会計予算」に対し、事業ごとの収支を明確にするためとして、道路整備特別会計や港湾整備特別会計等の公共事業関係、国民年金特別会計や厚生保険特別会計等の社会保険事業関係、他にも、農林水産や行政的事業、エネルギーや資金運用関係で、総数31もの「特別会計」（特会）があります。
しかし、本来“例外”のはずの特会の予算規模は一般会計の5倍ほどにもなり総額で400兆円程(重複部分を除くと250兆円程)にもなります。しかも、それぞれが独自の予算編成と決算を行う為、官僚の悪弊であるところの「予算の無駄遣い」や「流用」や「重複」が夥しく行われています。これらを凡てガラス張りにし一般会計に組み入れた予算編成をし、国会でしっかり歳入歳出を監視すれば莫大な余剰財源が生み出され、今、社会問題となっている年金や医療等の社会保障や教育に振り分ける予算をもっと潤沢にできます。

しかし、この特会予算は、その資金の出入りが複雑であるとして国会でもチェックしにくく所管する各省庁や族議員の既得権益の温床となっています。その資金の無駄遣いは勿論、支出先への官僚天下り、政治献金としての還流等、及び、族議員の“選挙”用のばら撒き財源等々になっており政府与党はこの改革に実効性のある手を打とうとしません。
また、最近では、2007年夏に表面化し、1年後の現在もなお深刻化しているアメリカのサブプライムローン破綻問題から波及した国際的な株安等の国際金融危機が底なしの様相を見せています。また、採掘コストは1バーレル（159リットル）当たり約3ドル（US$）といわれる原油価格が、2007年6月には1バーレルあたり約67ドルになり、約1年後の2008年7月11日には約147ドルにまで高騰しています。更に、石油の代替燃料としてのバイオエタノール生産に振り向ける為とインドや中国等の新興国の食糧需要の増大などのために、トウモロコシや大豆等が世界的に不足するとの思惑で穀物価格も高騰しています。
そこでは、需給バランスに起因する問題だけではなく現代国際経済の特徴であるところのインターネットや金融工学を駆使した「国際的な投機マネー（投資ファンド）」の介在による「先物市場」での取引価格のつり上げがあり、国際投機筋は莫大な利益を上げています。こうした国際投機マネーの約四分の一は、日本からの資金だといわれています。

これらは、食用や家畜用穀物が不足する「食糧危機」や原油価格の高騰がもたらす諸物価の高騰を引き起こし世界中の庶民の生活を圧迫し混乱に陥れています。そのため、多くの国で抗議行動や暴動が起こっています。日本でも、漁船燃料の高騰に抗議して2008年7月15日に史上初の全国20万隻の「一斉休漁」と抗議集会が行われました。しかし、こうした状況に、各国政府ともそれぞれの思惑から投機規制に有効な手が打てていません。
こうした「生活破壊」や「憲法空洞化」に長年慣らされてしまっている日本国民は、国の「主権者」としての権威を失い、公僕であるべき政治家や官僚の「無策」を糾すことも出来ず言いなりになってしまっています。
④ 人権意識 の 徹底破壊

多くの民間企業などでは、利潤追求第一で有無を言わさぬ成績主義や管理主義等が罷り通っています。そうした「人間性」を喪失させる職場環境の中で、「憲法」が生かされないこうした風土はもはや常態化しています。「日の君」強制は、正に、「憲法」を学ぶべき学校においても「憲法形骸化」、「憲法不在」状況の常態化をつくりだそうとするものです。
憲法を無視するこうした権力者（政府）本位の国民支配体制を永続化させるためには、国民の「思想良心の自由」等の基本的人権の根幹を破壊して「考える自由」を奪い、次に「表現の自由」を圧殺して異議を唱えられない社会システムの構築が欠かせません。そして、国家（権力者）に対して批判的な「内心」を表出することには制限を設け、国家に対して「外形的」な絶対服従を当然のように強いる体制が作り上げられています。
「国権」（支配者・権力者）に対峙して「人権」（被支配者・国民）がありますが、日本国憲法は明らかに、日本で初めて民衆（国民）の側に立った建国理念です。その保障は「人権」尊重しかあり得ません。しかし、現憲法下の歴代為政者は、一貫して「人権」感覚に乏しく、と言うより、封建領主的な「支配者」意識が強く、つまりは、この国が「国民主権」であることを国民に忘れさせ、国家に対して「もの言わぬ国民」、「もの言えぬ社会」を、つまりは、国家(政府)への批判を許さない社会をつくり出すことに腐心してきました。

そうした政府の姿勢を示す最近の好例として、プリンスホテル系列の（GPH新高輪）が裁判所からの命令をも無視して日教組の教研集会のための会場使用や宿泊契約を一方的に取り消したり(’08/2)、自民党国会議員からクレームが出たことをきっかけに、中国人監督：李纓によるドキュメンタリー記録映画「靖国」の上映を予定していた映画館5館が上映を取り止めたり(‘08/3)した例があります。これらは共に、暴力的な右翼勢力の妨害による混乱回避が理由です。
こうした際に政府は、「（契約取消や上映取り止めは）はなはだ遺憾である」との一般的な見解表明はしますが、このような民主社会の根幹たる「思想信条の自由」や「表現や集会の自由」を脅かす右翼勢力の行為を非難し具体的にそうした脅迫妨害行為を封じる手だて、又は、正当な「表現の自由」を積極的に護ろうとする策を講じようとしません。
現憲法体制を実現する義務を負った政府として、国民の憲法的権利を敢然として護ろうとする気概は全く感じられません。
それどころか、「あの時代の敵は今も敵」という右翼側の見解で描かれ、「南京“大虐殺”は無かった、“普通”の戦争があっただけ」と主張する映画「南京の真実」（第一部「七人の死刑囚」）（監督：水島総）が国会議事堂内の講堂で上映（2008/4/14）されたりしています。

更に、近年、休日に自宅近くで自分が支持する政党等の「議会報告ビラ」や市民団体の「反戦ビラ」等を集合住宅の郵便受けに投函配布していた人々が、公務員法違反や住居侵入罪で逮捕され数十日も拘留され、そして、裁判でも有罪となる例がよく見られます。これらの論拠は、主に、「思想良心の自由」とか「表現の自由」とかの観点は避けて、配布者が公務員であったり、ポストへの投函のために住宅敷地内に無断で立ち入ったり（不法侵入）したという「形式」で裁かれています。（立川自衛隊官舎、反戦ビラ配布「住宅侵入事件」での最高裁判決（2008/4/11）
しかしながら、巷間では、過激な暴力や風俗の描写の作品や反社会的な犯罪行為が野放しにされていたり、住宅の郵便受けには、毎日、夥しい数の迷惑ビラや広告ビラが投函され、「不法侵入」が繰り返されたりしていますが、（反体制的な）政治ビラだけがこのように「厳密に」取り締まられています。
こうした時に、敢えて「憲法的権利」への侵害を放置したり、また、「憲法的権利」の主張を厳しく取り締まったりすることは憲法的権利主張の萎縮効果を狙った政治弾圧に他なりません。それは、反政府的な行為は保護せず、また、絶対に許さない「見せしめ」として国民に警告する「政府からのメッセージ」、つまり、政府権力側の政治的意図といえます。
そして、国政レベルの政治弾圧は、権力による「恐怖政治」を是認し、「体制派」以外には不利益を誘導することで形を変えて社会や企業での少数派への「差別やいじめ」に繋がります。そして、そのことは、「体制派」を増やし権力支配体制を強める効果を期待されています。
そこで、今また、「日の君」強制によって、学校教育の場からも「思想良心の自由」と「表現の自由」を奪い去り、「処分」の脅しで体制的な縛りを強め教員らを萎縮させようとしています。そして、人権意識を希薄化させてますます憲法を空洞化することで権力に従順な体制派教師や生徒、つまりは、人権を軽視し現憲法理念を蔑ろにする国民を育成しようとしています。
(4) 「憲法改悪」に向けて　　…「愛国心」の育成 …
① 小選挙区制　

日本においても、明治以来、何度か小選挙区制で選挙が実施されたこともありました。しかし、選挙区の区割りがいびつであり恣意的になりがちであるとか、大政党に有利で小政党は極めて不利であるとか、死票が非常に多くなるとか、選挙が異常に過熱するとか諸々の批判からあまり導入されてきませんでした。しかし、二大政党制にして政権交代を容易にするためとの名目で（実は、政権党に有利にするため）、1996年の衆議院総選挙から小選挙区比例代表並立制が導入されています。
直近の2005(h17)年9月11日に行われた第44回衆議院議員選挙（いわゆる「郵政選挙」）は、当時の小泉首相が「郵政民営化の是非を問う」ための選挙と位置づけてたたかわれました。

その結果、衆議院定数480議席（小選挙区300、比例区180）のうち、自民党は小選挙区での得票率47.77％で議席の73％にあたる219議席(小選挙区定数300)を占め、また、比例区では、得票率38.18％で議席の42.8％にあたる77議席(比例区定数180)を占めました。そして、衆院全体の議席占有率は61.7％となり合計296議席(定数480)を獲得しました。
また、これに連立を組む公明党は、小選挙区での得票率1.44％で8議席を占め、また、比例区では、得票率13.25％で23議席を占め、衆院全体の議席占有率は6.5％となり合計31議席を獲得しました。
そして、自民公明与党としては、併せて、小選挙区の得票率49.22％で議席占有率は92.33％の227議席(小選挙区定数300)となり、比例区の得票率51.43％で議席占有率は55.55％の100議席(比例区定数180)を獲得しました。その結果、自公与党の衆院全体の議席占有率は68.2％で327議席(定数480)となり、衆院で三分の二を超える勢力となりました。
　
これに対し、最大野党の民主党は、小選挙区得票率36.44％で議席占有率は17.33％の52議席、比例区得票率31.02％で議席占有率は33.88％の61議席。合計で、衆院全体の議席占有率は23.54％で113議席(定数480)を獲得したに過ぎません。

つまり、自民党の圧勝も、全国の選挙区での得票数は民主党の一・三倍にすぎなかったのに、議席数で二・六倍に膨れあがったものであり、小選挙区「制度」の「賜物」に過ぎません。

また、例えば、公明党と日本共産党を比べてみると、公明党は小選挙区での得票率1.44％で8議席あるのに対して、共産党は得票率7.25％で0議席です。比例区では、公明党は得票率13.25％で23議席。共産党は得票率7.25％で9議席です。
これらによって、比例区は比較的に民意を反映したものと言えますが、小選挙区部分の結果を見れば分かるとおり、自公与党の大量議席獲得は、「民意」の反映というより小選挙区制度のカラクリでかすめ取った議席といえます。小選挙区制度は、党利党略の制度であり、死票も多くて民意を尊重したものとは全く言えません。こうした土台に築かれている現在の自公与党政権の強引な政策運営は民意に裏付けられたとする「正当性」がありません。
しかし自公与党は、民意を反映しにくいこうした選挙制度を改めようともせず、「議席」を傘に着て世論を無視した政策運営を強引に進めて党利党略的な政権維持に執心し、このまま憲法改定まで突き進み永続的な「支配体制」を構築しようとしています。

そして、こうした衆院の三分の二を擁する大勢力を背景に、自民公明与党は、「愛国心」をメインテーマとして教育基本法を改悪(‘06/12/14)し、憲法改定を容易にするために「最低投票率を決めず」に国民投票法を成立(‘07/5/14)させました。
また、2007年7月の参院通常選挙で民主党などの野党が議席の過半数を握り衆参の議決が「ねじれ」るようになると、参院で否決された イラク戦争で米軍艦船等へ給油支援を継続する為の「新テロ特措法(補給支援特別措置法)」(‘08/1/11)や、2008年3月末で期限切れとなったガソリン暫定税率の復活するための「税制改正関連法」(‘08/4/30)や、選挙のための地元バラ撒き予算とするためのガソリン税を今後10年間「道路特定財源」として維持するための「改正道路整備財源特例法」(‘08/5/13)などを立て続けに、衆院での三分の二以上の「再議決」(憲法59条)によりなりふり構わず成立させています。 
これでは、自党に有利な「小選挙区制度」と「郵政民営化の是非を問う」という国民だましのマニフェストでかすめ取った多数議席による「独裁的横暴」であり民主主義政党とは呼べません。
また、こうした強引な議会運営を始め、「5千万件の消えた年金」問題や2008年4月から創設された「後期高齢者医療制度」問題等々への対応の不手際から、2008年5月段階の主な世論調査で、自民党福田内閣の支持率は18％程度となり、自民党の支持率も30％程度となっています。こうした政府与党が衆院議席の70％近くを占有していることは異常と言わざるを得ません。国会が民意を反映しているとは到底言えない状況が続いています。
しかし、政府与党は、今の状況では「選挙」に不利であるとして内閣総辞職や衆院の解散など総選挙を極力回避する戦術を採り続け、有利な展開が現れるまでは前回の「郵政選挙」でかすめ取った衆院三分の二の議席を党利党略的に最大限に活用しようとしています。

② 大政翼賛体制

「憲法不在」、「国民不在」の施政の結果として国民生活は経済的、社会的に窮乏してきており、政府の施策に対する国民の不満も増大していますが、為政者側は、自らの失政や政治姿勢を顧みることはなく、国民に国家主義的な「愛国心」を喚起することにより「国」（政府）への求心力を回復させようとしています。

そして、最近は、直接、「愛国心」をメインテーマとした教育基本法の改悪(‘06/12/15)や、最低投票率を設定しないなど改憲のハードルを極めて下げた憲法改定手続き国民投票法の成立(‘07/5/14)等が、自公与党の強行採決で図られました。
また、労働者派遣法など産業界の要請に基づく労働法制の改悪亢進、　外国人の「戦後賠償補償」請求権をすべて拒否した最高裁の上告棄却判決(’07/4/27）や「横浜事件」の再審「免訴」の最高裁判決(’08/3/14）、　自衛隊イラク派兵に反対するビラの投函に対する住居不法侵入罪確定の最高裁判決(‘08/4/11)等、にも見られるように人権に関わる憲法判断を問う裁判事例などで政権政策に迎合した司法判断の続出で行政（政府）と立法の一体化はもとより、そこに司法が加わった一大翼賛体制がつくり出されてきています。
※　通常、議院内閣制では、立法府（両院）に大勢を占める与党が行政府を握るので、立法府と行政府の分立は難しく「癒着」関係にあるのが普通です。また、衆参両院とも同一政党（連立を含む）が過半数の勢力を占めることが普通です。

しかし、2007年7月の参議院通常選挙で民主党が大勝したことで野党が過半数を越えた参院と、2005年の「郵政選挙」で議席の三分の二以上を自民・公明与党が占めている衆院とで、現在、議院議決が「ねじれる」こともある事態となっています。これは、予算案や内閣総理大臣の指名など衆院議決の優越が認められているもの以外の法律案などは、「ねじれた」ままでは、一切成立しないので、与党は衆院の三分の二をもって「再議決」を繰り返すことになります。
こうしたことは、立法府と行政府のより良き緊張関係を生み、また、両院の議決が異なることで法案の問題点がより浮き彫りになるなど、権力分立の憲法的観点からは好ましい状態にあるといえます。
③ 国民誘導
本来、憲法の役目は、政府（権力者）を規制することです。しかし、国家主義的な流れの中で、政府が守るべき憲法という原則が忘れ去られ、今では、国民が守るべき憲法（国家が国民の権利を縛る憲法）へという憲法理念の一大転換がなされつつあります。

そして、約2年後の「国民を取り締まる」憲法改定案の提出に向けて、今からその地ならしがされています。（注：「国民投票法(’07/5/14)」では3年間改定案の提出はできない）
立法（行政）と司法の反動化により着々と国家主義的な既成事実が積み上げられていく中で、大手マスメディアをも動員して政権与党の、「現憲法は被占領期にアメリカに押し付けられた」ものであるので独立国として「自主憲法制定」が必要であり、何よりも憲法9条を変えて自衛隊を「軍」として「認知」し「国際貢献」に役立て、また、「環境」や「プライバシー」概念の記述が無い現憲法は「時代に合わなくなった」ものであり、更に、戦後の「個人の権利主張」の行き過ぎが今日の利己的な社会情勢や人心の荒廃を招いた。とした論理が繰り返し宣伝されることにより、そうした「憲法改定ありき」の「世論」が形成されてきています。
そして、憲法99条（公務員憲法尊重擁護義務）を無視して政権与党自らが「憲法改正」を喧伝し、国民主権、人権尊重、平和主義（戦争放棄）等々の高尚な精神性が謳われた現日本国憲法は、「改定」がもはや当然の成り行きであるかのような国民誘導が謀られています。
　
④ 新「国民学校」
そして、特に、そうした「憲法改定」の「国策」遂行のために一番の障害となる「国民主権」や「個人の尊重」、「基本的人権の保障」といった日本国憲法の諸概念を希薄化・形骸化するための策動の一端が、将来の国を担う子どもたちが必ず通過する学校教育の場においても着々と進められています。
それは、教科書検定の強化や学習指導要領改定による「愛国心」教育を始めとする教育内容の右傾化・国家主義化を強め、同時に、教職員の人事考課制度や業績評価を恣意的に用いて教委や校長に権限を集中し教員統制を強化することにより「もの言えぬ職場・もの言わぬ教師」をつくり出していることにも現れています。
また、2008年7月に大分県で発覚した教員採用試験や管理職試験での「口利き」を巡る贈収賄汚職事件は、図らずも現在の日本の教育界の旧態依然たる構造を象徴するものとなりました。

この事件は、毎年、教育委員会幹部職員が試験合格者と不合格者の得点の差し替えを指示し、組織的に定員の半数近くの（特定の）受験者を不正に合格させ採用していた実態と、その際の「金品の授受」が明らかになりました。
そして、国会議員（秘書）や県会議員等からの口利きも噂されていますが、警察は末端の当事者を取り調べるばかりで、あまり全体的な構図が明らかになってきません。また、こうした不正採用や不正昇進は、教員に限らず、一般事務職や警察等、他の職種でも当たり前のように行われていたようです。
更に、新聞の調査では、全国で20程の県教委が、採用試験等の合格発表前に国会議員（秘書）や県議等の特定の人物に「合否」を伝える「報告」を例年していたことを認めており、大分県の例が特別なものではなく、こうした風土が全国的にあることを窺わせます。
こうした腐敗は、教育委員会が大きな政治権力構造に組み込まれ、もたれ合っている事実と、学校現場の教員をも不正な「人事のしがらみ」で支配している事実を示しています。

また、こうした権力構造の中で長年生み出されてくる体制的、権力的な教員資質と「人事」での癒着関係が、「教師」の憲法感覚や教員倫理を鈍くしてきていることを示しています。
更に、本来、政治権力とは距離をおくために採られた「教育委員会制度」が全く機能しておらず、長年にわたり制度の趣旨が形骸化されてきたことを示しています。これは、とりもなおさず、政治権力が直接に教育と教員を支配していた戦前の教育制度と変わりません。
戦前の「国民学校」が国家目的のための「少国民」教化機関であったのと同じように、現代の学校の多くも、こうした俗悪教育委員会やそれに連なる教師達によって、国家戦略の道具として国家にとって都合の良い「人材供給基地」として機能させられています。そして、また、採用や昇進、人事異動、勤務評定、等々の「人事のしがらみ」ともたれ合いの中で、教員を体制内に囲い込む組織として作り替えられてきています。　　
こうした新たな「国民学校」的支配を象徴するものとして、この「日の君」強制があります。　
東京都の教育政策（「日の君」強制）は、政府（文科省）のそうした「国策」の意図を先取りしていることで自公政権の支持・支援を得、そこに、石原都知事が自らの極右的教育観や国家観をダブらせ、「日の君」強制こそ東京の「教育改革」目玉として全国に先駆けて取り組まれているものです。
(5) 皇民教育と侵略戦争のシンボル　　…「日の丸・君が代」…
① 暴力支配 と 戦争
「日の丸・君が代」は、戦前の日本が、天皇制軍国主義国家としての専制体制を支えるために軍隊や警察や裁判所等の治安組織を徹底動員して多くの国民を抑圧し弾圧した国家権力（暴力組織）の象徴でした。また、「領土拡大」、「権益確保」の帝国主義政策の下、資源の略奪と国勢の伸長を目的に、大軍を動員してアジア諸国に侵攻しあまたの犠牲を生んだ侵略戦争のシンボルでした。
「日の君」の持つその「圧制と侵略」のイメージは、日本を始めアジア諸国の人々の間にいまだ拭い去れぬ記憶として色濃く残っています。
そうした状況の中での、現代に於ける「日の君」強制は、その背景にある国家主義思想とその尊崇表出形態に対し、批判を許さず「懲罰」をもって恭順を強いるところに於いて、戦前の「日の君」が日本の軍国主義や全体主義体制構築に果たした役割と軌を一にするものです。
　　

② 戦争責任
戦前の国家主義体制の下で、国民は、国家（政府）に反する思想を心の内にもつことすら許されずに「思想統制」され警察や軍部からは勿論、相互監視の社会機構の中で日常的に厳しく取り締まられ、いつ拘禁されるかも知れないという恐怖政治の中で支配されました。
そして、そうした絶対権力の横暴が招く当然の結果として政府や軍部の暴走を止められず無謀で不正義な侵略戦争を拡大させました。
そして、15年戦争とも言われる中の、特に終盤の4年間に及ぶ「太平洋戦争」で、日本軍の戦没者は約二百三十万人（内、朝鮮・台湾人兵員、約5万）といわれます。しかも、何と、その内の七割は“戦うこともできない”「餓死や栄養失調による戦病死」であったと言われます。
日本軍の軍規（軍人勅諭、戦陣訓、等）では、天皇（上官）への絶対忠誠は勿論のこと、戦闘において敵に投降することは許されず、敗色濃厚にあっては自決や捨て身の攻撃（特攻）を強要されたことが無駄な犠牲を多くしただけでなく、また、こうした異常な精神性が、日本軍による人道に反する戦争犯罪を数多く生んだ一因ともいえます。
勿論、この他にも、米軍による広島、長崎への原水爆の投下や東京大空襲を始めとする全国の主要都市への無差別爆撃、沖縄での地上戦、等々で、100万人ほどの民間人も犠牲になりました。また、日本での労働力不足を補うため、朝鮮人を約70万人、中国人約4万人を強制徴用し、鉱山などで人権を無視した苛酷な労働を強いて多くの犠牲者も出しました。
更に、自国民のみならず、日本軍の侵略によるアジア諸国の犠牲者も2000万人を越えるといわれるほど夥しく悲惨な結果を招来させました。　
国としての戦争犯罪は、東京裁判（極東国際軍事裁判1946～1948）で国際法的には裁かれ決着したとは言っても、外国人の戦後賠償補償請求権をすべて拒否した最高裁判決(2007/4/27)にも見られるように、人道に反する戦争犯罪で甚大な被害を与えたアジアの人々への個別補償は為されず、数十万人いたとされる従軍慰安婦（多くは朝鮮人）問題も解決されていません。
また、戦前、中国東北部（日本の傀儡政権の満州国）に送り込まれた日本人開拓移民等の内、戦後、日本に帰国できず中国国内に残された「中国残留孤児や残留婦人」の問題、南サハリン（樺太）からの帰還問題、更に、未だに収集され尽くされていない数多くの海外戦没兵士の遺骨等々、戦後60数年経た今も、あの戦争の傷が癒えたとは全くいえず、政府が誠意ある戦後処理を行ってきたとも全く言えません。
こうした戦争指導をした政府・軍部の指導者たちは、自分たちの体面を保つために不利な戦況を認めず、虚偽の情報で国民を騙し続け無意味な「負け戦を続けて」国民の犠牲を拡大させました。
しかも、政府の主導行為で行われた戦争でありながら、敗戦後は「国民一億総懺悔」ということで国民に対する政府の戦争指導責任を曖昧にし、国民への明確な謝罪も行われていません。
また、東京裁判に於いては連合国に対するA級戦争犯罪人（戦犯）として当時の指導的政治家や軍人が28人起訴され「人道に対する罪」として処罰等がされ、また、国内的には、戦争遂行に深く関わったとされる官民の有力者約20万人が公職追放されました。
しかし、米ソ冷戦や中国共産革命等が進展する国際情勢や国内事情の変化から、アメリカの対日政策が変化し、この措置も数年で解除され中途半端なものに終わり多くが復権しました。結局、当時の昭和天皇（裕仁）をはじめ政府・軍部指導者やその他翼賛的各界指導者層の戦争責任の多くが実質的には不問に付されたままと言えます。
なお、この東京裁判で、絞首刑になった7人と終身刑を受けて獄中死した7人の計14人を、1978年に靖国神社が「昭和殉難者」（犠牲者）として合祀しました。このことは、A級戦犯を英霊として祀ることであり彼らの戦争犯罪を免罪しその行為を崇めるものとして国内はもとより中国や韓国などから強い反発を招いています。
戦前、対米英戦で主戦論を唱えて現役軍人のまま第40代内閣総理大臣に就任して（在任：1941/10/18～1944/7/18）、太平洋戦争の開戦（1941/12/8）に踏み切り戦争を主導し、戦後、東京裁判でA級戦犯として処刑された東条英機が、敗戦直前の1945年8月10日から14日にかけて書いた直筆メモが、最近、国立公文書館から公開され新聞報道されました。
メモは、天皇裕仁に上奏したとする内容を「奉答要旨」として記していました。その中心は、ポツダム宣言が求める「日本国軍隊の完全武装解除」への懸念で、武装解除に応じてしまえば、国体護持は「空名に過ぎ」なくなると訴え「手足を先（ま）づもぎ、而（しか）も命を敵側の料理に委する」ようだと例えながら、「無条件降伏を応諾」すれば「稍（やや）もすれば一段安きに考えたる国民として軍部をのろうに至るなきや」と記し、天皇制を中心とした「国体護持」が受け入れられないのなら「一億一人となるを敢然戦うべき」と戦争継続を上奏したとしています。
また、戦争の目的は「自存自衛」、「東亜の安定」にあり、目の前の戦況に心を奪われないように求めながら、さらに、日本軍は「相当の実力を保持」と見解をつらね、「簡単に手を挙ぐるに至るが如（ごと）き国政指導者及（および）国民の無気魂なりとは、夢想だもせざりし」と当時の内閣や国民に不満をぶつけていました。
東条らにとってみれば、国民一人一人の命や生活などは、将棋の駒のようなものに過ぎず、国家経営、戦争指導という大きなゲームの中で弄ぶ感覚しかなかったと思われます。

③ 「日の君」イメージ
現代の政治指導者や保守反動勢力が、「国民への抑圧」や「侵略戦争」等、日本の国家主義や軍国主義のシンボルであったという強いマイナスイメージをもつ「日の丸・君が代」を改変（国旗や国歌を替える）することを考えず、今また、「日の君」を、新たな国家シンボルとして大々的に定着させようとする理由は何でしょうか。

それは、「日の君」は国旗や国歌として、つまり、国のシンボルとしての不変性や永続性という意味以上に、「日の君」が持っている戦前体制のイメージそのものに国家の理想が体現されていると保守反動層は考えており、そこに彼らが郷愁を感じているからに他なりません。しかし、それは現憲法の民主国家の理念からは、かけ離れたものであることは明らかです。
(6) 歴史的教訓　　…「思想良心の自由」…
① 思想良心の自由
戦前の天皇制軍国主義体制が強力に長く維持された最大の理由の一つは、当時の政府が、国民は天皇に隷属した臣下として「天皇（国）のために死ぬこと」を最大の美徳とした皇民思想を学校で徹底的に教育したこと、それに、そうした国家体制を批判する者をことごとく取り締まる治安維持法（1925年）等の治安立法を根拠に、政府に批判的な「思想や言論」を軍隊や警察や裁判所を動員して徹底的に弾圧したことです。
　
（※参考： 世界最大の悪法ともいわれる治安維持法（1925(t14)年4月22日公布）は、民主主義死刑法とまで評されるものでした。共産主義や無政府主義運動等を取り締まることを主な狙いとし、いわゆる大正デモクラシーと呼ばれた自由で民主主義的な風潮の展開の結実の一つとして同年5月12日に施行された普通選挙法（男性のみ）との引き替えに制定されました。

同法は、当局の無制限な拡大類推解釈により、反体制的な結社そのものだけでなく、多少とも反国体的と当局が一方的に判断した思想や研究を根こそぎ取り締まり、1928年には国体変革目的の行為の最高刑は死刑・無期懲役。天皇制批判には極刑で臨む姿勢を顕わにしていました。
やがて、自由主義的な研究や言論、宗教団体の教義信条さえも「目的遂行」に繋がるとして弾圧対象になりました。更に、1941年には、刑期終了後も拘禁できる予防拘禁制度が加えられました。同法の運用には、一連の治安法規も一体的に利用し、現場での令状無しの捜索や、いわゆる捜査機関内の「たらい回し」で裁判にもかけずに被疑者を無期限に勾留し、取り調べ中の拷問・虐待が日常的に行われました。その最大の目的は、こうした権力による恐怖政治で国民を萎縮させ政府批判を「自己規制」させ、反国家分子の密告摘発を勧め、政治権力（天皇）への「絶対服従」を徹底させるものでした。
　戦後の政府発表では、治安維持法（1925～1945）が施行されていた約20年間で、同法での送検者75681人、起訴5162人ですが、一連の治安法規を含めた逮捕者数は数十万人。当時の朝鮮半島での独立運動への弾圧では、二万三千人以上が検挙されました。
小林多喜二などのような拷問・虐待死及び病気や衰弱等での獄死も多数にのぼります。政府は明らかにしていませんが、民間の研究者の説に依れば、明かな虐殺65人、拷問虐待による獄死114人、病気その他の理由での獄死1503人といわれています.。）
そこで、戦後の日本国憲法では、国民主権や基本的人権の保障、平和主義（戦争放棄）等の国家理念を定めると共に、民主政治の根幹として第11条で「基本的人権の保障」を、13条で「個人としての尊重や幸福追求の権利」を、また、精神的自由権を優越させるために、19条で「思想良心の自由の保障」、20条で「信教の自由」、21条で「表現の自由」、23条で「学問の自由」を保障しています。また、32条で「裁判を受ける権利」等の司法手続き、36条「拷問の禁止」、38条「黙秘権等」を、そして、憲法の最高法規性を担保するために99条で「公務員憲法尊重擁護義務」を定め、また、学校教育への政治権力（政府）の関与を制限するために、1947年・教育基本法の第10条で「不当な支配の排除」を、わざわざ明文化して謳っています。
これら、欧米先進国においては当然とされる「人権」も、日本においては、明文化して厳格に規定されなければ権力者によって簡単に蹂躙される、または、蹂躙されていたことを示しています。しかし、明文化していても、権力者がその気になれば、司法を巻き込んで如何様にも「詭弁」を弄して「蹂躙」できるという日本の現状は、民主主義思想に於ける日本の政治文化と民度の低さを露呈しています。

②「日の君」的なものの払拭
こうした中にあって、都教委は、「10.23通達」により、戦前の国家主義体制と天皇制軍国主義教育のシンボルであった「日の丸・君が代」への尊崇表出を「国旗に正対起立して国歌を斉唱する」という形態で、しかも、権力的な「職務命令」をもって強制しています。
これは、敢えて学校教育で「日の君」のもつ戦前体制的イメージでの教育復興しようとする意図を表しています。
このような、「日の君」強制は、これまで「日の君」が果たしてきた役割や国家主義教育への反省や歴史的考察を決定的に欠いているばかりか、戦前、「日の丸・君が代」に象徴される国家（政府）によりその生活や人権を蹂躙された人々の感情を逆撫でし、また、戦後、旧体制の残滓として各所に残る「日の丸・君が代」的なものを払拭することで民主国家・日本を創生させることに力を尽くしてきた人々の努力を冒涜しています。
(7)「日の君」強制に抗う取り組み　　…「司法的な闘い」…
① 不当処分「撤回請求」等、民事訴訟の闘い
都教委は、「10.23通達」(2003/10/23)の「職務命令」に反して「君が代」斉唱中に「不起立」であったり「ピアノ伴奏を拒んだり」した教職員を懲戒処分にしていますが、「同通達」の発出以来、2008(h20)年4月（入学式）までの時点で、その被処分者総数は延べ410名にのぼります（都教委発表）。

被処分者の多くは、この「懲戒処分」を不服として都の「人事委員会」に審査の申し立てをしていますが「当然」のごとく聞き入れられません。そこで、東京地裁に処分取消請求や損害賠償請求等の民事訴訟を起こしています。現在、この「日の君」強制に関わる民事訴訟は、「同通達」の発出以前からのものも含め、二十数件にのぼります。
原告（被処分者）側の主張が認められている主なものとしては、

(a)「国歌斉唱義務不存在確認等請求訴訟」（いわゆる「予防訴訟」）（原告数：397）での東京地裁（難波孝一裁判長）判決(2006/9/21)では、
原告らの訴えを全面的に認め、「10.23通達の内容は、憲法19条の《内心の自由》を侵害し、(1947)教育基本法10条の《不当な支配》」にあたるので、(1) 原告らに卒業式等における国歌斉唱の際に、起立、斉唱、ピアノ伴奏の義務がないことを確認し、被告都側に (2) 起立、斉唱、ピアノ伴奏をしないことを理由にいかなる処分もしてはならないとし、(3) 「10.23通達」によって原告らが被った精神的損害に対する慰謝料、一人あたり3万円の支払いを命ずるとして、「10.23通達」は違憲違法であることを明確に断じました。　現在は、都側が控訴し、高裁で審理中です。なお、(1947)教育基本法は2006年12月15日に安倍晋三内閣により改悪されました（同年12月22日公布）。
（※「予防訴訟」東京地裁（難波裁判長）判決全文

　　　　　　http://www.courts.go.jp/hanrei/pdf/20061005115814.pdf ）
(b)「（日の君）不起立」嘱託不採用撤回請求訴訟」（「君が代」不採用裁判）（原告数：13）での東京地裁（中西裁判長）判決(2008/2/7)では、
「10.23通達や職務命令は学習指導要領の趣旨にかない思想良心の自由を制約するものではない」と合憲性を認めましたが、「原告らの（不起立）行為は式典を妨害するものではなく、（採用に当たっての）勤務成績を決定的に左右するものではない。不合格（での不採用）は客観的合理性や社会的相当性を著しく欠き、都教委が裁量を逸脱乱用した不法行為である」とし、再雇用拒否は違法として都に2757万1000円の賠償を命じました。 これも、現在、高裁で審理中です。

また、原告（被処分者）側の主張が認められていない主なものとしては、

(a)「君が代ピアノ伴奏拒否」処分撤回訴訟、（ピアノ不伴奏裁判）（原告数：1）での最高裁第3小法廷（那須裁判長）上告棄却判決(2007/2/27)では、
「公務員は全体の奉仕者であり、伴奏を命じた職務命令は憲法19条に違反しない」、ピアノ伴奏命令については、「特定の思想を持つことを強制したり禁止したりするものではなく原告の思想・良心の自由を侵すものではない」として原告の訴えを退けました。
（但し：職務命令と思想良心の自由との関係については更に慎重な検討が加えられるべきであり、人権制約の「公共の利益」の内容については十分議論されているとは言えないとした少数意見付き）

（※　最高裁　判決全文　http://www.courts.go.jp/hanrei/pdf/20070301113512.pdf ）

(b) 「君が代」強制解雇撤回請求訴訟、（君が代強制解雇裁判）（嘱託・講師任用取消裁判）（原告数：10）での東京地裁（佐村裁判長）判決(2007/6/20)では、
原告らが求めている「通達」や「職務命令」そのものの憲法19条違反には全く踏み込もうとせず、(1)「職務命令」は個人の内心の自由にまで踏み込んでおらず一般的に認められる。(2) 学習指導要領の国旗国歌指導の実施率が低かったからこその「通達」でありやむを得ない。よって(旧)教育基本法10条の《不当な支配》に当たらない。(3) 僅か40秒の「不起立」でも職務命令違反は勤務成績不良にあたり、裁量権や職権の濫用には当たらない。更に、(4)「不起立」は（卒業式）全体の指導効果を減衰させ教育活動の妨害行為であり、示威行動になる。として解雇処分撤回の請求を「棄却」しました。
なお、その他の大型訴訟としては、「04年処分取消請求訴訟」（東京「君が代」裁判）(原告数：173）があり、2008年12月25日に東京地裁で結審する予定です。　また、その他の多くの「処分取消請求」が都の人事委員会審理中、若しくは、地裁や高裁で審理中です。
また、この「日の君」強制を、次項では、都知事・石原らへの刑事訴追で糾弾したり、次章では、国際基準で裁こうとしたりする取り組みが詳述されています。
② 政治、社会、教育行政の状況
「日の君」強制に関連する最近の大きな政治情勢としては、
扶桑社版「つくる会」歴史教科書の検定合格と一部校での強引採択(‘01/4～)、　「日の君」強制を扱った「NHK番組は不公正」と都議会自民党が遺憾コメント(‘05/4/5)、　児童生徒への「日の君」指導徹底も「職務命令の内容となる」とする都教委「3.13通達」(‘06/3/13)、　職員会議等での「挙手や採決」を禁止した都教委「4.13通知」(‘06/4/13)、　君が代斉唱時「不起立」が心配される教員や来賓の式典列席の事前排除の拡がり、　「愛国心」をテーマとした教育基本法の改悪(‘06/12/15)、　「君が代ピアノ伴奏拒否訴訟」の最高裁での上告棄却判決(‘07/2/27) (既出)、　石原らを刑事告訴告発した「日の君」強制事件で「石原ら不起訴」が確定(‘07/4/23)(後出)、　最低投票率を決めないなど憲法改正手続きのハードルを下げた国民投票法成立(‘07/5/14)、　「君が代」強制解雇裁判での撤回請求「棄却」地裁判決(‘07/6/20)(既出)、　君が代斉唱時の「不起立」教員氏名収集を「不可」とした神奈川県個人情報保護審査(審議)会の答申に従わず収集継続を決定した同県教委(‘08/2/4)(後出)、　　教育基本法の改悪(‘06/12/15)を受けて「君が代」を「歌えるように指導すること」とし、「国を愛する心を持つ」とする道徳教育、及び、小6社会科で「天皇への敬愛教育」を明記した新学習指導要領の告示(‘08/3/28)、　立川反戦ビラ投函事件の上告棄却での住居侵入有罪確定(‘08/4/11) 、　参列者に君が代「不起立」を呼びかけた都立板橋高の「卒業式妨害事件」に東京高裁の罰金判決(’08/5/29)、　NHK番組改変事件で政治家やNHK幹部による番組改変政治圧力を認定せず「放送の自律」とした最高裁判決(‘08/6/12) 、　国立二小の「日の丸」掲揚に関わる処分撤回請求を棄却した最高裁判決(‘08/8/6)、等々、 
「思想表現の自由」の制限とか「愛国心」の「義務化」を狙う保守権力側の並々ならぬ強硬姿勢が見受けられ、「日の君」強制を断罪する闘いの厳しさを感じさせます。
しかし、一方では、各種世論調査で「日の君強制はやりすぎ」とする回答が7割台、　教育団体、研究団体、民主団体等から「日の君強制反対」のアピール続々、　小泉首相の「靖国参拝」に対する大阪高裁での違憲判決 (‘05/9/30) 確定、　「10.23通達」は違憲と断じた東京地裁「予防訴訟」の難波判決(‘06/9/21)(既出)、　個人思想の侵害は懲戒権の逸脱として卒業式「君が代」演奏妨害行為の「処分取消」をした北海道人事委(‘06/10/23)、　「日の君」強制をする「10.23通達」は違憲として日弁連が都教委に警告(‘07/2/21)、　第二大戦末期の沖縄戦での住民集団自決における日本軍の関与を削除した教科書検定撤回を求めての11万人集会(‘07/10/1)、　いわゆる「慰安婦決議」を採択し日本首相に謝罪を要求した米国下院決議(‘07/7/30)、　「外部的行為（不起立）と思想信条（内心）は切り離せないものであり憲法19条の保障に深く関係している」として個人情報保護の観点から不起立教員氏名の情報収集を不可とした神奈川県個人情報保護審査(審議)会の答申(‘07/10/24, ‘08/1/17)、及び、君が代「不起立」教員の氏名報告を「求めない」とした神奈川県下の全市町村教委(‘08/2/14 朝日新聞調査)、　「（日の君）不起立」嘱託不採用撤回裁判での東京地裁の「再雇用拒否は違法」判決(‘08/2/7)(既出)、　大江健三郎氏がその著書「沖縄ノート」で沖縄住民集団自決に軍命の存在があったと記述した件での大阪地裁（深見裁判長）判決(2008/3/28)は「軍や元隊長が住民集団自決にかかわったと」認定、　航空自衛隊のイラク派遣活動は憲法9条1項違反とし平和的生存権も認定した名古屋高裁(青山裁判長) 判決(‘08/4/17)確定、　全教問題でのILO/UNESCOのCEART実情調査団の来日(‘08/4/21～28)による日本の教育政策と教員の処遇への国際批判(後出) 等々、
「日の君」強制反対の闘いと共感する動きも次々と巻き起こり反動勢力側を大きく包囲しています。
③ 国際基準で裁かれる「教育政策」と「教員の地位」
次章で詳述されるように、この「日の君」強制を始めとする都教委の教育政策は、教員の処遇(地位)や教育政策に関する「国際基準」としてのILO/UNESCO「教員の地位勧告」(後出)を遵守していません。
また、「全教問題」(後出)では、「同勧告」の専門監視機構であるところのCEART (後出)から実情調査団が日本に派遣され(‘08/4/21～28)、文科省や教組や有識者等への調査活動が行われました。その結果は、2008年秋のILO理事会に報告され了承された後に公表されます。
このように、国際機関によって日本（文科省）の教育政策や教員管理の実態が世界に晒され、その反動性や後進性が明らかにされれば、「日本政府(文科省)の常識は世界の非常識」として国際的な批判を呼ぶことは必至です。
　(8) 石原都知事らの権力犯罪 と「国策司法」　…「石原らを告訴告発」…
① 石原らを 刑事告訴告発した闘い
東京都に於ける、この不遜不法な「日の君」強制は、2003(h15)年10月23日に発せられたいわゆる「10.23通達」に始まりました。
この「日の君」強制は、憲法19条（思想良心の自由）に違反していることにより服務義務の無い「日の君」への尊崇表出形態を、都知事・石原らが職権を濫用して「10.23通達」として定め、「従わねば懲戒処分」の脅迫をもって教職員に強要しているものです。
これは、都政の最高責任者・石原都知事らによる公教育の私物化であり、反憲法的で戦前回帰的な国家主義教育や権力による教育支配体制の強化に狙いがあることは、これまでの石原らの言動からも明らかです。

そこで、こうした東京の教育の現状に民主主義の危機を覚えた司法界の重鎮、土屋公献弁護士と後藤昌次郎両弁護士の呼びかけに呼応した弁護士、教師、学者有識者、市民らが集まって、《 「日の丸・君が代」の強制者を告訴告発する会 》（略称：コクコクの会）を発足させました。

そして、2004(h16)年12月1日には、「憲法違反の内容の通達を発し、職権を濫用して職員に義務無きことを強制した」として、「日の丸、君が代」の「強制者」たる石原都知事、横山教育長（当時）、近藤指導部長（当時）らを「公務員職権濫用、脅迫、強要」罪で東京地検に刑事告訴告発（全6次）し「日の丸・君が代」強制事件として受理されました。（以下：本件）
（※「告発状」全文 http://www.ne.jp/asahi/office/takeda/041201koku2-kokuhatujyo.pdf ）
なお、「10.23通達」による「日の丸、君が代」強制問題では、被処分者等から処分撤回や賠償請求の「民事訴訟」は数多く提起されていますが、本件は、「日の君」強制の首謀者たる石原都知事らを「刑事告訴、告発」したものとしては唯一のものです。
この闘いへの共感は全国へ一気に拡がり、第4次告訴告発をした2005年4月22日の段階で、告訴人21名、告発人399名、告訴人代理人弁護士133名、賛同人4322 名、計4875名、その他賛同団体13、を擁し、最終的には新たに弁護士6名も加え総数で5000名を越える組織で石原らを刑事訴追する闘いを進めることになりました。
また、この「日の君」強制の「国家主義教育政策」は、教員の人権を蹂躙しその地位を貶め、そして、学校教育に国家主義を強制している点において「ILO/UNESCO教員の地位に関する勧告1966」（以下：同勧告）（後出）の根幹理念の多くに抵触しています。そして、それは国際社会の平和と教育の民主的発展を阻害し国際協約(条約勧告)の権威を蔑ろにしています。

そこで、次章では、この「日の君」強制の教育政策が、国際基準としての「同勧告」に違反している問題点について考察しています。
そして、コクコクの会では、批准国に於ける「同勧告」の遵守状況の専門監視機構であるところのILO/UNESCO「教員の地位勧告」適用合同専門家委員会( CEART )（以下：CEART）（後出）に宛てて書簡を送付(2008/2/6)しています。そこでは、日本（東京）の国家主義教育政策の憂うべき現状と、そこにおける「教員の地位」へのあからさまな冒涜と「同勧告」違反の事実を記し、CEARTがこの問題に「全教問題」(後出) 以上の強い関心を持ち積極的な実情調査に乗り出すように要請しています。　
また、「コクコクの会」は、この「日の君」強制教育政策における教員の処遇を「同勧告」違反として正式に「申し立て」る( allegation )ことも視野に入れています。
②「石原ら不起訴」の 司法決着

しかしながら、この石原らへの刑事告訴告発は、歴代自民党（及び連立している公明党）政権の政治的保守主義と「憲法」理念を軽視し形骸化しようとする復古主義的な政治潮流の中で、そうした政治的な権力犯罪の摘発に躊躇した東京地検によって、「石原ら不起訴」処分決定（罪とならず）となりました (‘05/12/28)。　
コクコクの会では、直ちに東京地裁に「付審判請求」をしたり（後に高裁、最高裁へも）、「検察審査会」へ「審査」の申し立てを3度したり、計7度にわたり司法判断を求め続けました。
しかし、最終的には「司法」の頂点に立つ最高裁による「付審判請求・特別抗告」の「棄却」決定(’07/4/23）で、不当にも、被疑者・石原ら「不起訴」（罪とならず）が確定し、この「日の丸・君が代」強制事件は一応の司法決着がつけられてしまいました。
※　参考

石原都知事らの「日の丸・君が代」強制事件に関し、最高裁に申し立てられていた付審判請求「特別抗告」('07/3/5)に対し、同裁第二小法廷は、2007年4月23日、その特別抗告「棄却」の決定を通知してきました。その「棄却理由」の全文は以下の通りです。
「本件各抗告の趣意のうち、判例違反をいう点は、事案を異にする判例を引用するものであって、本件に適切でなく、その余は、違憲をいう点を含め、実質は単なる法令違反、事実誤認の主張であって、刑訴法433条の抗告理由に当たらない。よって、同法434条、426条1項により、裁判官全員一致の意見で、主文のとおり（抗告棄却と）決定する。平成19年4月23日　最高裁第二小法廷　裁判官（古田佑紀、津野 修、今井 功、中川了滋）4名連著」
③ 司法判断 の 論拠と問題点
検察庁への告訴告発(‘04/12/1～’05/12/26)が、「石原ら不起訴処分」決定(‘05/12/28)となり、その後の付審判請求や検察審査会への申し立て等々の決定や議決、そして、最高裁での「石原ら不起訴」（罪とならず）確定に至るまでの一連の「司法判断」は、その「理由書」によれば、概ね
(a)「日の君」への正対起立斉唱の指導は、（法的拘束力を持つ）学習指導要領の記述（国旗国歌を指導するものとする）に沿った適法なものである。
(b)「日の君」への正対起立斉唱は、そうした「外形（的行為）」を求めているだけであり「個人の思想信条（内心）の自由」に触れていないので思想良心の侵害にあたらない。
(c)よって、石原ら被疑者（教育行政）のそうした職務は権限を逸脱していない。
と、いうものです。
しかし、
(a)の「学習指導要領の法的拘束性」に関して、旭川学テ訴訟、最高裁判決(1976(s51)/5/21）は「昭和36年当時の学習指導要領は…大綱的な遵守基準を設定したものとして有効である」としています。そこで、1989年改定の学習指導要領の「（国旗国歌を）指導するものとする」という大綱的基準性を一応認めるとしても、この「日の君」強制は、「国旗（日の丸）に正対起立して国歌（君が代）を斉唱する」といった尊崇表出形態等の実施指針を具体的に示し「従わない場合は服務上の責任を問う」として実際に「懲戒処分」をしています。これらは、学習指導要領の「大綱的基準性」のみを認めた当該最高裁判例を逸脱しており各学校の教育課程編成権を侵しているのではないか、また。1947年・教育基本法第10条（不当な支配の排除）にいう教育行政による「不当な支配」に当たるのではないかという疑問には何も答えていません。
また、
(b)の、「日の君」への「外形（正対起立斉唱）」行為を求めているだけであり、当人の「内心（正対起立斉唱への拒否感等）」を変えろとまでは求めていない、よって、「内心（思想良心）の自由」を侵害していない。との詭弁は、権力との長い闘いの中で「思想良心の自由」を始めとする基本的人権を獲得してきた苦難に満ちた人間史、及び、民主国家を建設しようする憲法の高尚な理念を冒涜するものです。
そして、この司法判断は、「日の君」が果たした歴史的役割や、人々の抵抗感への配慮考察はもとより、何よりも、現憲法の根幹理念というべき憲法11条（基本的人権の保障）、13条（個人の尊重、国民の権利への最大尊重義務）、19条（思想良心の自由）、及び、99条（公務員憲法尊重擁護義務）についての認識を絶望的に欠いています。

また、学校という教育現場で、「日の君」強制によって個人の「思想良心の自由」が侵されるという決定的な場面、つまりは、この憲法の根幹理念の有効性が問われる最大の場面において、憲法が一切機能しないということは、この第19条は空文（まやかし）であったということを司法当局が宣言していることになります。
憲法21条は、「集会、結社及び言論、出版その他一切の表現の自由は、これを保障する」としていますが、これは、主に人間の具体的な政治的、社会的、芸術的活動等における「外形的表現行為の形態」についての保障であり、その「内心」をあまり問題にしません。それに対し、

憲法19条は「思想及び良心の自由は、これを侵してはならない」としていて、人間の「内心」にまで踏み込む「圧力の除去」と「自由な内心」そのものの保障をし、何よりも、戦前の「内心」まで侵そうとしていた国家権力との対比で個人（人間精神）の思想良心の自由を権利として護ろうとする立法主旨の下につくられた条文です。
もともと「内心」は、他人が絶対入り込めない当人の「自由」な領域です。その「内心」が色々な環境や事情に影響される場合があったとしても「内心」は当人の自由に任されます。これだけでは法律的自由の保障の意味がありません。
要は、「～これを侵してはならない」とする部分です。

当人の「内心」は、それだけでは他人から窺い知れません。そこで、当人の「内心」に基づく「外形的行為」や、または、何か他から求められる「外形的行為」への当人の反応により、当人の「内心」を周りが知ることになります。
つまり「内心の自由の保障」ということは、当人の「内心」に基づく「外形的行為」の自由の保障であり、当人の「内心」を侵すような「外形的行為」を他から当人に課してはならないということです。
しかし、条文上は、「内心の自由」に基づく「外形的行為」の「表出」を保障するとか、「内心の自由」を侵すような「外形的行為」を他から課してはならないとかは明文化されていません。　

そこで、司法当局は、「内心」と「外形的行為」の「連動性」は保障されていないとの解釈を編み出しました。そして、「通達」は当人の「外形（起立斉唱）」行為を求めているだけなので「内心（起立斉唱への拒否感等）」を侵すことはない、つまりは、この「外形（起立斉唱）」行為の「職務命令」は「内心（起立斉唱への拒否感等）」に連動しないので憲法（19条）問題にはならない。としています。
この見解は、極言すれば、「外形（起立斉唱）」行為だけちゃんとすれば「内心（起立斉唱への拒否感等）」はそのまま保持していて構わないと言っていることにもなります。これは、当局が国民に、「外形だけ整えれば《内心》で何を考えていようがどうでも良い」と、「公（おおやけ）」に面従腹背を認めることでもあり、国民道徳的には問題となる見解でもあります。　
また、この「外形（起立斉唱）」行為は、憲法19条にいう当人の「内心」とは無関係な「職務」行為であり、また、当人の意思に基づく「表現行為」とも関係ないことなので憲法21条（表現の自由）も適用されないとしています。
更に、この「職務命令」として指示された「外形行為（起立斉唱）」を満たさない「不起立不斉唱」等の行為は、「職務命令」違反となるので懲戒処分される。としています。つまり、この件に関して憲法違反的問題は一切存在しないとの見解です。
（※注：「不起立等」を「表現の自由」として争った例はありません）
（※注：「予防訴訟」東京地裁（難波）判決（2006/9/21）だけは、「外形」と「内心」は切り離せないものとして「10.23通達」の違憲性を認めています）　
しかし、これは法の本質を故意にはぐらかし、法律の条文だけを弄ぶ詭弁です。
それは、都教委の求める「外形（起立斉唱）」行為が、当人の「内心（起立斉唱への拒否感等）」に反している場合、その状態で、当人がその「外形（起立斉唱）」行為をすることは当人の本来の「内心（起立斉唱への拒否感等）」に背くことであり、「内心を侵された精神的苦痛」を伴うであろうことは明らかです。そして、一時的にせよ、当人の「内心（起立斉唱への拒否感等）」の「変更」を余儀なくさせられ、強要される「外形（起立斉唱）」行為をすることになります。
しかも、「従わねば処分」との脅迫つきの「職務命令」で強要される「外形（起立斉唱）」行為が、当人の「内心（起立斉唱への拒否感等）」に全く影響を与えず、つまりは内心の「変更」を伴わずにこの「外形（起立斉唱）」行為が出来ると考えることは、到底不合理なことです。　
憲法19条がいう「侵してはならない」ものは「内心」だけではなく、「内心」と「外形的行為」が切り離せない重大な事態において「内心」に基づく「外形的行為」の表出も侵してはならいないと考えるのが一般的です。また、逆に言えば、「外形的行為」を課すことは、「内心」を侵すこともある、ということです。つまり、「内心」と「外形」は切り離せない場合があるということです。
それは、「通達」による「外形（起立斉唱）」行為の強要に従うことは「当人」の「内心」に精神的苦痛を感じるために、「当人」の「内心」に基づく「外形（不起立等）」行為の選択が認められなければならない、ということでもあります。　
これらは、「外形（起立斉唱）」行為の強要が、自分の「内心（起立斉唱への拒否感）」への侵害になると感じ、その「内心」に法的保護を求める当事者を中心に考える問題です。この「外形（起立斉唱）」行為を強いる側が、当人の「内心（起立斉唱への拒否感等）」を変更させるつもりはないとか、連動しないなどということで、当人の「内心」を侵したことにならないとするなどはおかしなことです。　
「内心」はいつでも、どんな状況でも他人が絶対に入り込めない領域であり、外部に表出されなければその「内心」は窺い知れません。また、「内心」に反する外部からの「行為」から保護されないのであれば、この規定は「内心の自由の保障」に全く法律的な実効性がないことになります。
また、憲法19条にいう「内心」（思想良心）の自由とは、世俗的な社交儀礼や社交辞令上での「内心」（本音）と「外形的行為」（建前、お世辞、虚飾等）の使い分けを論ずる程度のものとは全く違います。
これは、戦前の国家（政府）が国民からの批判を封じるために自由な言論を弾圧し国体に反する思想や信条を抑圧していた結果、戦争への道を突き進み国家的な破滅に導いた、という反省から戦後の憲法に特に設けられたものであり、基本的人権の為というより「政治的な思想信条の自由」、「政治的批判の自由」という意味合いが強いものです。

そして、そこには、体制派や多数派の独善や横暴ではなく、少数意見の尊重とか、多角的な視点とか、多様な考え方とか、相対的に弱い立場のものの考え方をできる限り採り上げようとする民主主義的な姿勢があります。
しかし、今回の司法判断は、そうした憲法19条の本質を敢えて無視し、事柄の「内心」と「外形」の「連動性」という詭弁にすり替えています。こんな論理が通用するならば「思想良心の自由」などは空文であり、憲法でわざわざ規定する必要はありません。
「内心」だけは一応自由である、しかし、「外形的表出」は強制するというのであれば、それは、戦前の帝国憲法下でも封建時代の領主制下でも同じことです。問題は、その「内心」の（政治的な）表出（外形的行為）が認められるかどうかです。

また、一般的に、求められた「外形的行為」が当人の「内心」にそぐわない場合は、当然に「拒否」出来るものですが、それを敢えて強いるのは「強要」以外の何ものでもありません。しかも、「日の君」強制では「従わねば懲戒処分」の脅迫と、実際に「処分」された場合の不利益が付随しています。

また、公務員に職務（公共性）の特殊性から、自由な内心の表出が制限されるというのであれば、都教委や司法当局には、現憲法の根幹理念としての「思想良心に自由」の優位性を凌駕するほどの「公共の福祉」としての「日の君」尊崇表出形態の緊急性や必要性の説明責任があります。しかし、その点についての説明は全くありません。　
これらの司法判断を下した司法官の「憲法理解力」や「適格性」を論ずる以前に、その人権感覚や良識を疑います。　
最後に、この司法判断で一番問題となることは、「10.23通達」が求める「外形的行為」は憲法19条にいう「内心」を侵害すると明確に判示した「予防訴訟」東京地裁（難波）判決（2006/9/21）の論旨に対する見解が全く示されていないことです。
更に、
(c)に関しては、前項(b)に於ける違憲違法性はもとより、石原らの施政は、憲法97条（基本的人権は貴重な永久の権利）を軽視し、99条（公務員憲法尊重擁護義務）を無視していることは明らかです。都民から為政者への「憲法遵守的付託」に応えようとしない石原らのそうした傲慢な姿勢による政策運営は、都民への背信行為とも言えるものです。
通常、「通達」等の職務に関しては一般的な服務規程があり、それに反すれば「懲戒」等の処分も用意されています。そこで、「通達」を発する度に一々「従わねば服務上の責任を問う」とは記さないものです。しかし、本件「10.23通達」はわざわざ「服務上の責任を問う」と明記しており、敢えて処分をちらつかせてでもこの「通達」を徹底したい石原らの特別に強い意図を示しています。

それは、発出者が、「服務上の責任」まで言及しない通常の「通達」表現では、「服務」が徹底されない懸念を持つからです。そのことは、発出者自らが、本件「通達」の内容に、適法性、合理性、正当性を欠き、通常の通達のようには「素直に服務されない」可能性、つまりは、「公務としての義務が生じない」と受け取られる可能性を感じているからに他なりません。そこで、わざわざ「従わねば処分」の脅迫つきの本件「通達」を発し、「日の君」尊崇表出形態を強要したものです。
更に、この「日の君」強制は、石原の日常的な言動から見て、彼の強い意向を受けて都教委が政策化したことは明らかです。それは、また、社会的にこのような大反響をもたらすような教育政策を、ワンマン、豪腕、専制君主と評される石原を抜きにして事務当局だけで推進できるわけがないことでも明らかです。

しかし、今回の「司法判断」は、石原の捜査もせずにあっさりと、石原に職務権限はないと結論づけ、権力犯罪に特有の「形式的適法性の装い」を疑う気配もありません。
このように、当該司法機関が「日の君」強制を詳細に検証することもなく「被疑者・石原ら不起訴」として立件を避けていることは、司法が、現体制の擁護や権力者への迎合に徹した姿勢の現れです。
④ 国策司法 （国策不捜査 と 統治行為論）
「処分」の脅しで「日の君」を強制して憲法を蹂躙し、国家主義的な学校教育の復興を遂げようとする石原らの教育政策を告訴告発した闘いは、前項 ②のように「憲法の番人」たるべき検察や裁判所によって「封印封殺」され、一応の司法決着を強いられてしまいました。
その理由は、まず、彼らに、石原を裁くことは都政や国政の混乱を招くという「慎重な配慮」が働き、次に、裁く相手が同じ政治権力であり、これを庇おうとする「仲間意識」があります。
それに、本来、独立性を保ち裁判を「争う」立場にある判事と検事が日常的に「判検交流」という制度でそれぞれの「共通理解」を図っていることが、彼らの政治的「癒着」を深めていることも見逃せません。また、高度に「政治性」のある問題については、政治権力に遠慮して司法的判断を避ける「統治行為論」が幅を利かしていることも挙げられます。
更に、何よりも、刑事事件で起訴した場合の有罪率が99.9％といわれる日本検察の現状にあって石原らを立件した場合、検察はまず確実に石原らを「有罪」にもっていかなければならない「使命」を負います。
それは、石原ら個人の権力犯罪性を暴くだけでなく都及び国の国家主義教育政策（「日の君」強制）の違憲違法性を検察の手で立証し、そして「公」よりも「個」の「思想良心の自由」の優越性を論証しなくてはならないことになります。これは、検察が現保守政権の憲法空洞化政策と「対決」することとなり現国家体制を揺るがしかねません。現在、政治権力と馴れ合い一体化している検察や裁判所にとっては都合の悪いことです。
つまり、この「日の君」強制で石原らを裁くことは彼らにとってはそれなりにとても覚悟がいることになります。今の検察や裁判所に、政権と対決する気概は見受けられません。
そこで、この告訴告発を握りつぶすには、彼らの特権である「訴追権」を最大限に利用して「不捜査」を貫き、何が何でも「石原ら不起訴」で一方的に「門前払い」することが一番の得策と「政治判断」したように思われます。
そうした、まず初めから「不起訴ありき」の検察の姿勢は、「権力犯罪の常としての形式的合法性の装い」を疑う努力を一切せず、横山や近藤らへの任意で形ばかりの「聴取」をもとに作成しただけに過ぎず真剣な「取り組み姿勢」が感じられない「不起訴処分決定理由（書）」に現れています。
その後の、裁判所への「付審判請求」や、検察審査会への「審査申し立て」においても、それらの機関で検察と同じ姿勢が貫かれたことは、その「決定や議決」理由が、検察の「不起訴処分決定理由（書）」をそのまま踏襲しているに過ぎないことで分かります。
この問題を「捜査」することで「表沙汰」にしてしまえば世間の耳目が集まり大きな「権力犯罪」として問題となりますが、「捜査」もせず一方的な「門前払い」で封印、封殺してしまえば、この問題の広がりを防ぐことが出来ます。そこで、ここでは敢えて「捜査」を避ける高度な政治判断、つまり「国策不捜査」の手に出たものと思われます。
結局、今回の司法判断は、国民主権の立場から権力の横暴を取り締まる「憲法の番人」としての独立した権能を放棄し、告訴内容の捜査や審理を避けることにより現政治権力の擁護を謀った欺瞞的「国策司法」と断じざるを得ません。
「憲法の番人」という特別の職責を持ちながら、憲法を蹂躙する大きな権力犯罪を前にして「不捜査」という「職権の濫用」をし、「石原ら不起訴」の決定を導いた検察官や裁判官は、彼ら自身の「職権濫用罪」や「石原との共同正犯」が問われてもしかるべきです。
ついでながら、最近の日本に於ける「国策司法」について少し考察しておきます。

まず、大雑把に分けて国策司法にも3種類あります。
一つ目は、巨大な権力や経済力等を背景に法や社会秩序を無視して権勢や利得の拡大を図る「巨悪」に対して、また、憲法秩序を蹂躙する複雑巧妙な企みに対して国家（政府）の総力を挙げて司法的制裁を試みる場合です。これらは社会正義と憲法理念の実現を使命とする司法的観点から当然のことです。　
二つ目は、世間の耳目をあつめる事柄（事件）に於いて、政府が、マスコミ報道等の効果も謀りながら、政治的意図のもとに暗に司法権力を指揮して恣意的にまたは半ば強引に行われる捜査や司法判断です。そこでは、政府が、国家体制や国民世論を彼らが望む方向へ持っていこうとする狙いがあります。

三つ目は、政権の政治姿勢に関わったり行政訴訟などで多く見られたりすることですが、司法当局が政治権力（政権）と一体になってというより司法が政権に遠慮して「高度な政治判断」を必要とするとの理由付けから憲法や法を、無視したり、ねじ曲げたり、論点はずしをしたりして政権に有利な捜査や審理をし司法判断（司法的お墨付き）を下すことです。
最近は、「判検交流」の活発化や「統治行為論」などの影響と、政府や最高裁による人事権の行使等による「しばり」で政権寄りの司法判断が出る傾向がとみに目立ちます。
国策司法においては、司法当局は、「訴追権」や「訴訟指揮権」など、訴訟を主導的に行える特権を最大限に活用し自らが描く結論へ導こうとします。
一応民主的につくられている「法」であっても、法の「解釈や運用」で真意をそらしたり、文言の間隙を縫ったり、必要な審理を省いたり、論点そらしをしたりして政府側に有利な訴訟指揮をして国策にあった司法判断を「ねつ造」するところに今日的司法の悪質さがあります。

そうした「国策司法」の最近の例を挙げると、

① 西山事件　…　
1972年に沖縄が「核抜き、本土並み」返還された当時、社会党の横路孝弘衆院議員が外務省機密電文をもとに、1971年の沖縄返還協定7条で日本側が負担することになった3億2千万ドル以外にも、本来米国が払うべき土地の復元費用400万ドルを日本側が肩代わりするとした「日米密約」（実際の密約総額は、2憶4千万ドルといわれる）の存在があると暴露したが、政府は密約の存在を2008年現在も否定している。
この機密電文は、当時、毎日新聞記者の西山太吉氏が入手したもので、その入手の際に外務省職員に秘密漏洩をそそのかしたとして国家公務員法違反で逮捕され「国民の知る権利」への弾圧の問題となったが、通常の取材手段を逸脱するので報道の自由は認められないとして最高裁で執行猶予付き懲役刑が確定（1978/5/31）した。

その後、2000年に、「密約」を裏付ける米国の公文書が発見され、2006年には、沖縄返還時、対米交渉を担当した吉野文六外務省アメリカ局長（当時）が「密約」の存在を認めた。
西山氏は、起訴されたことを不服として2005年に国家賠償請求訴訟を起こしたが、東京地裁（2007/3/27）、東京高裁（2008/2/20）、最高裁第三小法廷（藤田宙靖裁判長）（2008/9/2）のすべてで「各行為時から20年以上が経過していることによる民法の除斥期間」の適用を受けて原告の請求は棄却された。
「密約」が存在したことは客観的に証明されているのに、裁判所は、政府の立場を配慮して国民の知る権利を無視し、審理を「取材手段」や「民法の除斥期間」の問題に矮小化して「密約」問題を明らかにしようとする努力を一切しなかった。
西山氏らは、これら「密約」3書簡の情報公開を政府に求めているが、政府は一貫してその存在を否定し続けているので、開示請求訴訟を起こす準備を進めている。（2008/9/1報道）
② 中国人強制連行、戦後賠償補償請求事件　…　
第二大戦中に日本軍により日本へ強制連行され苛酷な労働を課せられたとして中国人の元労働者らが西松建設を相手にした上告審で、最高裁第二小法廷（中川了滋裁判長）は、2007年4月27日に、「1972年の日中共同声明で賠償請求権は放棄されている。よって、裁判上請求する権能を失った」と、原告側の損害賠償請求を退け「門前払い」する逆転判決を下した。
この判決により、それまで係争中の「中国人慰安婦訴訟」、「731部隊細菌人体実験訴訟」、「重慶無差別爆撃訴訟」、「韓国人軍人軍属訴訟」、「各地の強制連行訴訟」等々、第二大戦中に日本が国内外で犯した人道に反する不法行為を訴えた（主なものだけで50件を超える）すべての戦後補償裁判が、「請求権放棄」という入り口で訴えを退けられ、旧日本軍やその統治下においてどのような不法行為があったかの実態審理や事実認定すらされずに闇に葬り去られることになった。そして、戦前の日本が犯した人道に反する不法行為に対する究明がなされなくなるばかりでなく、個人的個別的な賠償請求権まで（強制的に）「放棄」させられ司法上の救済の道が閉ざされることとなった。
中国外務省は、「日中共同声明での戦後賠償放棄は、両国人民友好のために下した（国家間の）政治判断であり、個人の賠償請求権まで放棄したとする最高裁判決は不法で無効」と非難しているが、最高裁は、「個人を含め一切の賠償請求権が放棄された」とする一方的な見解を採っている。  ※【参考】1972年、日中共同声明：第5項　「中華人民共和国政府は、中日両国国民の友好のために、日本国に対する戦争賠償の請求を放棄することを宣言する」
（※　最高裁　判決全文　　http://www.courts.go.jp/hanrei/pdf/20070427134258.pdf ）　
③ 横浜事件　再審「免訴」　…　
戦時下最大の言論弾圧事件といわれる「横浜事件」で、治安維持法違反で拷問等により自白を強要され有罪が確定した元被告5人（全員死亡）の再審は、2008年3月14日、最高裁第二小法廷（今井功裁判長）の「上告棄却」で二審の「免訴」判決が確定した。
この事件は神奈川県警特高課がでっち上げ、戦後、裁判所がその捜査資料や裁判資料等を故意に破棄隠蔽したことが明らかになっている。「再審」では、公判で審判を行わなければ過去の確定判決が誤っていたのかどうか直接判断し直すことにならないにもかかわらず、「既に治安維持法は廃止されている」との形式論で有罪、無罪の判断を示さないままに裁判を打ち切る「免訴」とした。
免訴の判決は、「事件は無かったことにする」と言うに等しく、被告側が求めている治安維持法の「不当性」への言及は勿論、「拷問」による自白の強要、不当な起訴による被告への名誉毀損、警察権力による不当な捜査や戦後の裁判所自身による訴訟記録の隠滅等々、国家や司法が犯した過ちへの謝罪もなくすべてを不問に付するものである。　
拷問やでっち上げが明白な言論弾圧の国家責任に一切触れず、司法自らも深くかかわった戦前の歴史の暗部と対面することを避けた結果、人権を守るべき司法の責務を全く放棄した。

（※　最高裁　判決全文　http://www.courts.go.jp/hanrei/pdf/20080815132504.pdf ）
④ 立川自衛隊官舎「反戦ビラ投函」住居侵入事件　…　
2004年1月17日に「自衛隊、イラク派兵反対！」のビラを集合住宅の玄関ポストに投函する目的で自衛隊立川宿舎の敷地内に立ち入った3名が住居侵入罪で逮捕起訴された事件で、2008年4月11日、最高裁第二小法廷（今井功裁判長）は被告の上告を棄却し二審判決の罰金刑（10～20万円）を確定した。

判決では、被告の「表現の自由」の尊重や「政治活動の自由」等の憲法上、法令上等の主張には一切耳を貸さず、「実質は単なる法令違反、事実誤認」とし、ビラ配布における「住居侵入」は「管理者の管理権を侵害するのみならず、そこで私的生活を営む者の私生活の平穏を侵害するものといわざるを得ない」とし、「憲法21条1項も表現の自由を絶対無制限に保障したものではなく、公共の福祉のための制限を是認するものであり、住居不法侵入に問うことは憲法に違反するものではない」としている。
しかし、当時、管理者や住人からはビラの回収を条件に被害届は取り下げられており、また、被害届や調書も警察がすべて作成したものに住人らが「署名」しただけとされ、警察主導で立件されたものといわれている。　
なお、「政治ビラ」や「～反対ビラ」配布における、建造物（敷地内）侵入や僅かな公務執行妨害名目による逮捕、拘禁、家宅捜索は数多く行われ有罪となる場合が多い。状況からして、同種の事柄に於ける「萎縮効果」を狙ったものと判断せざるを得ない。
（※　最高裁　判決全文　http://www.courts.go.jp/hanrei/pdf/20080411183714.pdf ）
⑤ NHK番組改変事件　…　
問題の番組は、2001年1月30日に放送されたNHKの「ETV2001 問われる戦時性暴力」である。旧日本軍の性暴力（従軍慰安婦等）を民間人が裁く「女性国際戦犯法廷」を開いた「《戦争と女性への暴力》日本ネットワーク」（バウネットジャパン）が、NHKの取材を受けた際の説明と異なる（改変された）番組を放送されたことで「期待権を侵害された」などと主張しNHK等を提訴(2001/7/24)していた。
この問題では、2005年1月に、朝日新聞が「自民党政治家2人の圧力によって番組が改変された」と報道。NHKの番組担当デスクも記者会見で政治介入があったと内部告発している。
　
一審の東京地裁判決(2004/3/24) は、下請け製作会社だけの賠償責任を認定して原告の一部勝訴となり、二審の東京高裁判決(2007/1/29) は、 番組を良くするために修正を重ねた製作現場と国会議員の意図を推し量って改変を指示したNHK上層部とを、一審判決以上に明確に区別し、放送前日にNHK幹部が出向いて番組内容を説明した席で、安倍晋三官房副長官（当時）と中川昭一衆院議員が「従軍慰安婦問題について持論（強制はなかった）を展開した上、公正中立の立場で報道すべきではないかと指摘した」との事実の認定をし、「番組改変は、当初の番組の趣旨とはそぐわない意図からなされた」と判断し「（NHK上層部が）国会議員などの意図を忖度し当たり障りのないように番組を改編した」と評価し、そのことは「（政治家の圧力によりNHKが）編集権を自ら放棄したものに等しい」として下請け製作会社だけでなくNHKにも損害賠償の支払いを命じ、原告勝訴となった。
しかし、2008年6月12日の最高裁第一小法廷（横尾和子裁判長）判決は、「（放送番組が）編集により当初の企画と異なる内容になるのは当然のことと国民に認識されている。（取材を受けた側が抱いた放送内容への）「期待」と「信頼」は、報道の自由の制約につながるものであり、原則として法的保護に値すると認める余地はない、また、「（改変したことについて原告に）法的な説明責任が認められる余地はない」。また、「政治家の干渉圧力の存在はあったが今回の不法行為（「期待権」不履行による損害賠償請求）の有無の判断に必要ない」。よって、「NHK等に損害賠償責任はない」とし、原告市民団体が勝訴した二審東京高裁判決を破棄して原告の請求をすべて退けた。
つまり、今回の最高裁判決は、上述のように、原告側の「期待権」等に関しての損害賠償を認めないばかりか憲法21条（表現の自由）を盾に「報道の自由は…軽々に制限されてはならない」として「放送の自律」という一般論に終始した。そして、「期待権」を「放送の自律への圧力」として原告側にこそ問題があると論点をすり替えた内容とし、また、一番の注目点であるところの「2国会議員の意図を忖度してNHKが番組を改変したか」については不問に付し、全く言及しなかった。　
この事件の本質は、NHK上層部が政権政党（政治家）からの「干渉圧力」を受けその意図を推し量って番組を改変した結果、取材対象者の期待と信頼を裏切ったというものである。つまりは、「報道番組」を歪める不法不当な政治介入と、それを受け容れたNHK上層部により行われた番組改変の事実認定である。
そして、原告がこの訴訟で問うたのは、NHKを都合良く操ろうとする政権政党（政治家）と、その権力に擦り寄り癒着しているNHK上層部の姿勢である。よって、ここで問われるべきは、「期待権」に対する憲法21条「表現の自由」から導き出される「報道の自由、自律」という一般論としての番組編集権の問題でないことは明白である。

      原告も裁判を注視する国民も、取材を受けた側がその番組の出来上がりに抱く「期待権」は文字通り「期待」であって、その「期待」で「圧力」をかけ「報道の自律（編集権）」を絶対的に縛るものとは誰も思っていない。今更、そんな「放送の自律」と「期待権」の関係性の常識的、一般的な判断をわざわざ最高裁の求めたわけではないことは明らかである。
しかし、最高裁は、「放送番組への政治介入や圧力」を裁くであろうとする国民の裁判的「期待」を十分承知していながら、そうした主要テーマを正面から取り上げないばかりか当該番組の編集過程の異常さを一顧だにせず、抽象的で形式的な「編集の自由」問題にすり替えた。
そして、あまでも本題の審理を避けたいとする一念で、意表をついたこうした論点はずしを行い、訴状にある「期待権」を根拠に、執拗に法律的間隙と純粋法律論の間隙を縫うことに腐心した。そのことは、判決文の殆どを占める「期待権」の解釈に対する執念に比べ、二審判決が事件の前提として政治家の干渉圧力の事実を認めているにもかかわらずこれを不問に付し、「政治介入」については、ただ「今回の不法行為（「期待権」不履行による損害賠償請求）の有無の判断に必要ない」と、その「理由」も述べずに一蹴していることで明らかである。「政治介入」についての二審判決を覆す内容であるならば、本来は「判断に必要ない」どころか、それなりの説得力のある説明を尽くす責任があろう。
NHKが原告の「期待権」を侵害したことによる損害賠償請求は、訴訟手続き上の要件に過ぎず主目的ではないことは、判決後の会見での原告の言動などからも明らかであるばかりでなく、司法関係者ならだれもが理解できることであろう。しかし、最高裁は、当該事件の「背景」こそが核心であることを知ながら一顧だにせず、訴状にある「期待権」の侵害による損害賠償請求だけに問題を矮小化してみせその当否だけを審理した。そのため、判決の殆どを「期待権の解釈」に費やしている。
これは、見事に本質的問題をはぐらかし国民を公然と騙したに過ぎない。問題の本質をことごとくはずした判決で「政権」が傷つかぬように彼らを擁護し、国民の「期待権」を保障しないことで報道の管理統制を志向する政権の意図を実現しようとする正に政権寄りの判断が露骨に出た「国策裁判」の典型ともいえる。      
NHK上層部は、安倍らの所に出向いて番組内容を事前に説明をし彼らの政治的圧力に屈した結果、製作現場をねじ伏せて番組の主旨を曲げ彼らの意向にそって番組を改ざんした。そして、NHKは、放送への政治介入を内部告発した現場スタッフを製作現場からはずした。

これらは、二審判決で「憲法で保障された編集権を自ら放棄したものに等しい」と事実認定されているにも拘わらず、NHKは「番組の改変」は、あくまでも「自主的な編集」であったと強弁している。
最高裁は、既に、自律的判断が侵害されてしまったNHKの番組を、表現の自由（報道の自由）を論拠に擁護する形式的な番組編集権の判決を下し、番組改変と政治家のかかわりについて全く具体的に判断せず改変の事実に目を向けなかった。
（※　最高裁　判決全文　　http://www.courts.go.jp/hanrei/pdf/20080818143047.pdf ）   　 
⑥ 国立二小「日の丸掲揚」処分撤回請求事件　…　
2000年3月の卒業式で屋上に「日の丸」掲揚を強行しようとした校長に抗議をしたり、式にリボンを付けて出席したりした教師が戒告処分を受けた件に関する処分撤回請求訴訟の上告審で、2008年8月6日、最高裁は原告の上告を棄却し二審判決が確定した。

判決は、「日の丸掲揚」の本質的問題点には触れず、教諭らが校長に抗議したことに関して、「校長判断として決定し実施されている事項に異を唱え校長の監督に従わない姿勢を示したものであり、地方公務員としての信用失墜行為にあたる」とし、リボンを付けて式に出席したことは、「国旗掲揚に対する抗議の意思の表明であり、職務専念義務に反する」と、都教委側の主張を全面的に認めた。
この「日の君」関連の訴訟では、他にも、
・「君が代」ピアノ伴奏拒否、戒告処分撤回請求裁判で、最高裁第三小法廷（那須弘平裁判長）は、「公務員は全体の奉仕者であり、伴奏を命じた職務命令は憲法19条に違反しない」との判断を示し請求を棄却した。（2007/2/27）
・都立板橋高校、卒業式妨害事件裁判では、2004年3月の卒業式において、開式前に「君が代」斉唱時に着席するよう保護者らに「呼びかけ」て約2分間、式の進行を妨害したとして「威力業務妨害罪」に問われていた同校元教諭・藤田勝久氏に、東京高裁（須田裁判長）は罰金20万円（求刑は懲役八ヶ月）を命じ控訴を棄却した。（2008/5/29）（現在、上告中）
判決は「（被告は）校長が法律上もつ権利である、式の円滑な進行を現に阻害した」、「（思想表現の手段であっても）他人（この場合は校長）の権利を不当に害することは許されない」としている。　このことは、「業務妨害」による約2分間の「開式の物理的な遅延」を問題としているように見えるが、現実的には、たった一人の「平穏な呼びかけ」や制止する校長への「抗議」等による「約2分間の遅延」等は、式の進行に殆ど全く影響を与えることはなく、回復可能な通常想定される進行上の軽微な「トラブル」の範囲に過ぎない。
　よって、「殆ど物理的な損害のない妨害行為」を「円滑な進行を現に阻害した」として厳罰（求刑懲役八ヶ月）であたる「本音」は、こうした「形式」的な「妨害」に託けて「式の内容」への「妨害（批判）」に対して処罰しようとする意図があることは明らかである。

それは、開式直前に、被告により「日の君」強制批判の「呼びかけ」がなされたことにより、式の参列者の中に、校長が目指す「日の君強制の卒業式」という式の内容（意義）そのものに「疑念」が湧いたことであり、そのため、参列者の心の中に「日の君」強制への少なからぬ「動揺」が生まれ、そのことを「式の円滑な進行が阻害された」としていることであり、つまりは、「日の君」強制「批判」そのものを処罰しようとしていることが見て取れる。
こうした「日の君」関連の訴訟等で、「日の君」強制により不利益を受けた当事者（原告、被告）が敗訴している場合に共通している司法判断は、すべて、訴訟の本質であり訴訟当事者（原告や被告）が求めている「日の君」強制そのものの「憲法」判断を避け、若しくは、十分な論拠も示さず合法として押し切っていることである。
結局は、そうした論点はずしの訴訟指揮で、司法が権力犯罪としての「日の君」強制を事実上擁護する姿勢を貫いている。

【メモ】
　　⑤ （付表）石原らを告訴告発した闘いの略史　（活動主体：コクコクの会）
「日の君」強制反対　　 石原らを告訴告発した闘いの略史　　　2008/10/7現在

	「石原らを告訴告発」 の 闘い　等
	都教委や司法当局、その他の動き　等

	　　 ２００３ (h15) 年 　

	
	4月13日

	自民公明両党の「支持」を受けた石原慎太郎は、308万余票を獲得して都知事に再選される。（得票率は都知事選史上最高の約70％、投票率は下から二番目の44.94％、）

	
	10月23日
	都教委、「10.23通達」発出

	　   ２００４ (h16) 年  

	
	1/30 予防訴訟、第一次提訴
3/30,4/6,5/24 都教委、「不起立等」発表

　　　　　　　　　　（今春卒入式、315名）

　　　
11/30 神奈川県も「日の君」指導徹底通知

12/16 町田市、国歌斉唱「声量」指導通知

	12月1日

	「日の丸・君が代」の強制者を告訴告発する会（略称：コクコクの会）発足
第一次告訴告発（全六次）

石原都知事らの「10.23通達」による「日の君」強制を「公務員職権濫用、脅迫、強要」罪で東京地検に刑事告訴告発。　

「日の丸・君が代」強制事件（以下、本件）として受理される。
	

	12月20日
	第二次告訴告発          
	

	　２００５ (h17) 年　

	2月18日
	第三次告訴告発
	3/11 石原都知事、都議会予算委で生徒への「日の君」強制正当化発言。「やっぱりそれ（=生徒）を立たしめる、立たせて歌わせるということで、彼（=生徒）は新しく得ているものがある…それを指導するのが教員の責任」

3/30,5/26 都教委、「不起立等」発表

　　　　　　　　（今春卒入式、63名）
4/5 都議会自民党、卒業式の「国歌斉唱」強制を扱ったNHK番組(3/28放映)に遺憾表明。「《強制である》との前提に立った論調で公共放送としてのバランスを欠いている」

9/11 第44回衆議院議員総選挙（いわゆる「小泉郵政選挙」）で、郵政民営化の是非を問うとした小泉首相の自民公明与党が約5割の得票で約7割の議席を得て衆院議席の三分の二以上を占めた。
9/30小泉首相の「靖国参拝」に違憲判決（大阪高裁）（10/12確定）。「小泉首相の靖国参拝は憲法の禁じる宗教的活動にあたる」

12/1 都教委、「再発防止研修」(7/21)に関わる処分発表（被処分者11名）。研修参加者がゼッケン・ハチマキを着用していたことに新たな懲戒処分
12/8 中村都教育長、「君が代」斉唱強化を都議会で言明。「生徒が《起立》しない場合など、教員の生徒指導内容も懲戒対象にする」


	2/20 「許さんぞ石原！、告告集会」開催
刑事処罰追求の意義（京橋プラザ）

3/1 外国特派員協会で記者会見


	

	4月22日
	第四次告訴告発
	

	　　4/22 「第四次告訴告発集会」開催

（京橋プラザ）
※ 4/22現在、コクコクの会で本件に関わる告訴人は21名、告発人は399名、告訴人代理人弁護士は133名、賛同人は4322名計4875名。その他、賛同団体13。（後日、最終的には5000名超）
11/8 最高検・松尾検事総長らへ捜査促進要望の「申入書」送付

11/中旬 東京地検、本件告訴人9名から事情聴取。しかし、調書作成せず

（後日、都教委の横山や近藤らからも事情聴取していたことが判明）

11/23 「石原らを告訴告発一周年集会」開催　　（ちよだPSプラザ）


	

	12月9日
	第五次告訴告発
	

	12/9 告訴告発人の内136名、東京地検に「上申書」「意見書」等提出

	

	12月26日
	第六次告訴告発
	

	
	

	
	12月28日
	東京地検、本件被疑者・石原、横山、近藤らの「不起訴」処分（罪とならず）決定


	　　２００６ (h18) 年　

	1月5日
	東京地裁へ本件「付審判請求」申し立て（申立人388、代理人弁護士138）
	3/13都教委、「3.13通達」発出。児童生徒への「日の君」指導徹底も教師の職務に。

「児童生徒が《日の君》に適切な対応を取らなかった場合は教師の責任」
3/30,5/25,5/26 都教委、「不起立等」発表

（今春卒入式、38名）
4/13都教委、「4.13通知」発出。校長らによる《企画調整会議》を学校経営の中枢と位置づけ職員会等での挙手や採決禁止を明文化
5/16 小泉首相、「学指に基づく愛国心指導は教員の職務。教員個人の思想侵害にはならない」と国会発言
5/30都立板橋高（「日の君」不起立呼びかけ卒業式妨害）事件（’04/3）藤田氏に罰金20万円判決（求刑：懲役八ヶ月）（東京地裁）
6/13 「（君が代）不起立は、はらわたが煮えくりかえる」と戸田市教育長が市議会答弁。不起立来賓等の氏名人数調査方針

	
	

	2月17日
	東京第二検察審査会へ本件「審査」申し立て（第一次）
	

	2/19 「不起訴弾劾、付審判実現！、ガンバロウ集会」開催

（文京区民センター）
4/3 第一回「学習指導要領学習会」

（弁護士会館）
4/17 東京地裁へ、付審判請求に関し「理由補充書」、「署名3572筆」等提出
5/28 第二回「学習指導要領学習会」開催

（古石場文化センター）
6/8東京地裁へ、付審判請求に関し更なる「理由補充書」等を提出
6/30第二検察審査会へ、「理由補充書」「意見書」等を提出
	

	
	8月1日
	東京地裁、本件付審判請求を「棄却」 決定

	9月20日
	東京高裁へ、本件付審判請求の「抗告」申し立て（申立人383、代理人弁護士139）
	9/21「予防訴訟」で原告勝訴判決。「教員に国歌斉唱等の義務無し。「10.23通達」、「職務命令」等は違憲違法を認定（憲法19条、教基法10条）」　
（東京地裁(難波裁判長)）
9/26小泉の後継、安倍晋三内閣発足
9/28 「予防訴訟」での敗訴(9/21)を不服として都教委が控訴

	　　
10/1 「9条フェスタ2006」に「石原らを裁け」を出展参加　　
（大井町、きゅりあん）　
　

10/25 第二検察審査会の「議決」への「照会書」（解明要求）を送達
	

	
	10月4日
	第二検察審査会（第一次）、本件石原ら「不起訴相当」議決

	
	10/23北海道人事委、卒式「君が代」演奏妨害での「処分取消」決定。

（教職員との合意無き校長権限行使に瑕疵あり。個人思想の侵害は懲戒権の逸脱。生徒意見表明なき「君が代」演奏は「児童権利条約」違反と指摘）
　

	10月31日

	東京第一検察審査会へ本件「審査」申し立て（第二次）
	

	10/31東京高裁への「抗告」に「理由補充書」、「上申書」,「証拠書類」,「署名」等追加書面提出
11/17第一検察審査会へ「審査」申立理由書211通や証拠説明書等、追加書面4種提出。

東京高裁への「抗告」に関し理由補充書、学者有識者19名の意見書等証拠書類の追加書面2種提出
	

	
	12月14日
	第一検察審査会（第二次）、本件石原ら「不起訴相当」議決

	
	12/15改悪・教育基本法 採決強行成立（12/22公布）

①愛国心教育、②行政の教育支配、③家庭に第一義教育責任


	　２００７ (h19) 年　

	1月16日
	東京第二検察審査会へ本件「審査」申し立て（第三次）
	2/9 ’03 ’04年度「日の君」強制、「不起立等」懲戒処分撤回を求め173人が東京地裁に提訴
2/21日弁連、「日の君」強制の「10.23通達」は違憲として都教委に通達廃止や処分撤回を求める「警告」を発出。文科省や全国の教委にも「日の君」強制をしないよう求める「意見書」送付


	2/15 「石原都知事を裁け！」
告訴告発ブックレット出版
2/18 「日の君強制反対、ガンバロウ集会」
開催　          （南青山会館）

	

	
	2月23日
	東京高裁、本件付審判請求の「抗告棄却」決定 

	
	2/27最高裁、「君が代」ピアノ伴奏拒否訴訟「上告棄却」判決。「伴奏は特定思想を強制せず、職務命令は憲法19条に違反しない」
2/～3/ 「日の君」強制批判等、予め“問題”を起こしそうな来賓やOB教員等を式に招待しない動き広まる。
3/30,5/24 都教委、「不起立等」発表
（今春卒入式、42名）
4/8都知事選、石原慎太郎、三選を果たす。



	3月5日
	最高裁へ、本件付審判請求の「特別抗告」申し立て

※「特別抗告」抗告人:（弁護士76、教員市民等297、代理人弁護士139）
	

	3/26 最高裁へ、「特別抗告、申立理由補充書」を提出

	

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
7/15 「石原を許すな！、告訴告発3年・新たなたたかい集会」開催　　　

（南青山会館）
　　（「日の君」強制における教員処遇を国際基準（教員の地位勧告）で裁く等、新たな闘いの方針確立）

9/29 「9条フェスタ2007」に「日の君強制者を許すな！」を出展参加

（大井町、きゅりあん）

	

	
	4月11日

	第二検察審査会（第三次）、本件石原ら「不起訴相当」議決


	
	4月23日
　　　★　　
	最高裁、本件付審判請求の「特別抗告棄却」を決定。石原ら「不起訴」（罪とならず）確定。「日の君」強制事件、一応の司法決着。
「本件請求は単なる法令違反、事実誤認の主張であって刑訴法433条の抗告理由に当たらない」


	
	5/14憲法改定手続き、国民投票法成立。最低投票率を決めず国民投票のハードルを極力下げたり、宣伝運動に幾多の制限を設けたり、改憲案の「賛成承認」が得られ易い仕組み。
6/20 「君が代」強制解雇裁判（再雇用取消）、解雇撤回請求「棄却」判決(東京地裁)。

「憲法判断には踏み込まず、①「職務命令」は認められる、②日の君実施率が低かったので「通達」はやむを得ない、③「職命」違反は勤務成績不良、《不起立》は卒業式全体の指導効果を減衰させ教育活動の妨害であり示威行為になる」
7/29参院選で民主党等の野党が過半数獲得、自公与党惨敗、衆参ねじれ国会スタート
7/30米国下院、「慰安婦決議」採択、日本首相に謝罪要求
9/12 安倍晋三首相、所信表明演説の翌日「投げだし辞任」を表明。在任約一年弱
9/25安倍の後継、福田康夫内閣発足
9/27 ミャンマー（ビルマ）軍事政権下のヤンゴンで民主化運動デモを取材中の映像ジャーナリスト・長井健司さん(50)が、デモを武力鎮圧中の治安部隊によって射殺された。

11/1テロ特措法（イラク）、インド洋での米艦船等への給油支援、期限切れ失効


	　２００８ (h20) 年　

	
	1/11 新テロ特措法（補給支援特別措置法）、自公与党の衆院2/3再議決で成立
1/17神奈川県個人情報保護審査会、審議会(‘07/10/24、‘08/1/17)において、「日の君」不起立教員氏名情報の収集不可答申（「不起立」は思想信条の問題と認定）
　　（外部的行為（不起立）と思想信条（内心）は切り離せず、憲法19条に深く関わる）
2/4 神奈川県教委は、同県個人情報保護審査会・審議会の「答申」に従わず不起立教員の氏名情報収集継続を決定。

（思想信条に従っての不起立行為は学校運営に大きな支障がある。不起立理由を聞いていないので思想信条調査には当たらない）
2/7 「(日の君)不起立」嘱託不採用撤回裁判で「再雇用拒否は違法」で都に賠償命令判決（東京地裁）。
違憲性には踏み込まず「《不起立》は式典を妨害せず《採用》にあたっての勤務成績を左右しない。都教委は裁量権を逸脱濫用している」　
2/14 神奈川県下全市町村教委、君が代「不起立」教員の「氏名報告を求めず」と表明
　 
3/11 「日の丸」掲揚、国立二小処分撤回請求裁判、控訴棄却判決（東京高裁）。校長に抗議は「信用失墜行為」、リボン着用は「職務専念義務違反」。
4/11 立川自衛隊官舎ビラ投函事件、「住居不法侵入」で最高裁有罪判決
4/21～28 全教問題でILOからCEART実情調査団が来日し、文科省や全教等に聞き取り調査、今秋のILO理事会へ「報告」予定
4/28 イラク自衛隊派兵は違憲、平和的生存権認定の名古屋高裁判決（確定）
5/29都立板橋高（「日の君」不起立呼びかけ卒業式妨害）事件（’04/3）藤田氏に控訴棄却罰金20万円判決（求刑：懲役八ヶ月）（東京高裁）。「校長らの制止に抗議したことは威力業務妨害罪にあたる。《表現の自由》は公共の福祉の制限に服する」
5/29 「10.23通達」以来「日の君」強制での被処分者、今春（卒20入2）22名、累計で410名（都教委発表）
6/11 民主党等の野党優位の参院で、福田首相への「問責決議案」を史上初可決
6/12 NHKの「問われる戦時性暴力」番組改変事件（放送日：平成13年1月30日）で、政治家（安倍晋三、中川昭一）やNHK上層部による改変圧力を認定せず「放送の自律」とした最高裁判決
8/6　「日の丸」掲揚、国立二小処分撤回請求裁判、上告棄却（最高裁）。校長に抗議は「信用失墜行為」、リボン着用は「職務専念義務違反」処分確定。
8/8～24 北京（第29回、夏季）オリンピック開催。聖火リレーでの混乱、経済格差や民族人権問題等での地方暴動、環境衛生問題、当局が国威発揚、強権行使報道管制の運営に批判が集まった。

8/26 アフガニスタン東部で灌漑事業等の農業指導をしていたNGOペシャワール会（中村哲代表）の伊藤和也さん(31)が、外国人排斥を掲げる反政府組織のタリバンとみられる一団に拉致され殺害された。 
9/1　福田康夫首相、辞任表明

　　　就任以来十一ヶ月、内閣改造して一ヶ月で政権投げ出し。
9/2　西山事件…1972年沖縄返還時「密約」顕在化後の、西山氏の国家賠償請求訴訟。最高裁、請求棄却判決。
9/24 自民党、麻生太郎が首相に就任

　

	2月6日
	東京の教育政策（「日の君」強制）をILO/UNESCO「教員の地位勧告」違反でCEARTへ調査要請文書送達
	

	2/9 「日の君・強制反対、ガンバロウ集会」開催　　　　　（港区勤福会館）
10/18  「9条フェスタ2008」に
「闘いの到達点と、新学習指導要領」
を出展参加予定

（大井町、きゅりあん）

	


　【memo】
２、「日の君」強制における「教員の地位勧告」違反　
…「教員の地位勧告」の蹂躙 …
(1)  ILO / UNESCO「教員の地位勧告」と CEART（セアート）　　
東京都の「日の君」強制という「教育政策」における教員の処遇（地位）は、国際基準としてのILO/UNESCO「教員の地位に関する勧告」（以下、「教員の地位勧告」）に違反しており、この点からも、その不当性や反動性を糾弾することが出来ます。
※ 「教員の地位に関する勧告」　
Recommendation concerning the Status of Teachers 1966
参照：和文：http://www.zenkyo.biz/html/menu15/2008/20080605152632.html
英文：http://www.ilo.org/public/english/dialogue/sector/techmeet/ceart/rec66i.htm
ILO(国際労働機関)とUNESCO(国際連合教育科学文化機関)が合同で定めた「教員の地位」に関する国際基準で、1966年10月のILO特別政府間会議で採択され日本も批准しています。
採択以来これまでに、1984年と1994年の2回、見直しがなされ、その1994年版「報告」では、「…勧告のある部分は、表現において1966年当時と同様に適切でないとしても、その基本方針は妥当であり、教育職にとって非常に重要なものであることを合同委員会に改めて確認させるものであった。従って合同委員会は、「勧告」の改正を今回行うべきでないとの1985年時における見解を再確認した」。更に、「…従って、本勧告に対して、ILOならびにユネスコが取るべき手だては、勧告についての情報の普及改善とその実行に専心することである」。と結論づけ、今日でもなお価値のある勧告として確認されています。
（全文は、前文と13章146項）
2008年4月21～28日には、この「勧告」の日本での遵守状況を現地調査するために CEART実情調査団が訪日しています。（詳細後出）

　　　※  CEART（セアート）……　ILO/UNESCO「教員の地位勧告」適用 合同専門家委員会
The Joint ILO/UNESCO Committee of Experts on the Application of the Recommendation concerning Teaching personnel
この「勧告」の批准国に於ける遵守状況を監視し、不遵守の申し立てを受け付けたり関係機関に必要な是正措置を促したりするための常設の専門監視機構です。
　(2) はじめに　…「全教問題」…
2002年6月28日、全教（全日本教職員組合）は、現在、東京都で行われている「教員（の指導力）を評価する制度」（指導力不足教員政策）と「新たな勤務評定制度」（人事考課制度）の導入と運用は「教員の地位勧告」に違反するとした「申し立て書」をILO/UNESCO「教員の地位勧告」適用合同専門家委員会( 以下、CEART )に提出し、正式に受理されました。
　
　そこで、CEARTは、日本政府（文科省）と全教に数度にわたり資料の提出を求めるなど約1年半かけてこの「申し立て」を審理した結果、全教の申し立てを全面的に認め、日本政府（文科省）の「同勧告」違反の事実を明確に認定し是正を求める「CEART報告書」（第一次勧告）を作成してILO理事会に提出し、その了承を経た後の2003年11月11日に公表しました。そして、それを12月5日に当事者双方に送付してきました。
※ 「CEART報告書」（第一次勧告）（2003/11/11）全文

参照：　http://www.zenkyo.biz/html/menu15/2007/20070602131132.html
なお、「勧告」は単なる「お題目や参考事項」ではなく国内政策実施上の具体的「ガイドライン」であり、批准国はこれに沿って国内法の整備に努力することが義務づけられています。
　しかし、日本政府・文科省（都教委）は、「勧告には法的拘束力が無い」、「これらは協議する必要のない管理運営事項である」として、未だに「同報告書」（第一次勧告）を無視する態度をとり続けています。しかし、これら日本政府・文科省の主張は、「同報告書、第12, 30項」の中で、次のように、明確に退けられています。
「12. ～上記の事情から、「勧告」が予定しているようには協議が行われなかったという（注：全教の）申立ては妥当であるというのが合同専門家委員会の結論である。この点について、ある事項が管理運営事項にあたると分類することをもって、機械的に「勧告」の適用を免れるとの（注：日本政府・文科省の）主張は無益である。　～（略）～教員の労働環境と専門職的責任そして究極的には教員の地位に重要な影響を及ぼす、実に多様な事項にも「勧告」が現に言及していることを強調する。1966年「勧告」は管理当局が評価を行うことを否定していないが、教員団体はどのように評価を行い、評価結果をどう用いるかを確定するのに関与すべきものである。二つの制度の導入と現実の運用に上に引用した「勧告」の諸条項がまさしく適用されるものであることについては、まったく疑いの余地がない。」
「30. ～現在の制度（注：指導力不足教員政策、新教員評価制度）はまぎれもなく64項の適用対象であることを断言しなくてはならない。その理由がまったくの管理的事項であるというものであれ、他の何であれ、この事案について「勧告」は適用されないとの考えを合同専門家委員会は認めることができない。「勧告」の表現は他の解釈の余地を与えるものではない。」
そして、更に、日本政府（文科省）と全教からの追加情報を踏まえ、重ねてCEART「第二次中間報告」（2006年1月）、「第三次勧告」（2007年5月）が出されましたが、それらの中で、「（いまだに）日本政府・文科省は必要な（勧告違反の）是正措置をとっていない」と認定しています。　
　
日本政府・文科省のこうした度重なる不誠実な態度に業を煮やした第9回合同専門家委員会(CEART)からの報告を受けた第298回ILO理事会（2007/3/28～30）は、改めて「全教」からの申し立てを詳細に考察した結果、以前出されている「CEART（第一次）報告書（2003/11/11）」をフォローアップする行動を取る権限をCEART事務局長に与えました。
それに基づき、CEARTは、日本に実情調査団を送り込み、日本の教育政策における「同勧告」の遵守状況を現地調査することになり、日本政府もその受け入れを了承しました。

訪日調査は、当初2007年秋頃に予定されていましたが、全教や日本政府との日程調整の末、2008(h20)年4月21～28日に実施され、文科省を始め教員組合や学者などからヒアリングを行いました。
CEARTは、全教が2002年6月28日に提訴した「教員（の指導力）を評価する制度」（指導力不足教員政策）と「新たな勤務評定制度：人事考課制度」（新教員評価制度）における「教員の地位勧告」違反問題については、「CEART（第一次）報告書」（2003/11/11）で、
① 「同勧告」が想定しているような協議が行われなかった。
② 指導力不足教員と「認定」する際の手続きが適正であるとは言えない。
③ 新教員評価制度には客観的な基準と透明性の高い公正な運用制度が必要。として、既に、日本政府に政策の是正を勧告しています。

そこで、今回、来日したCEART実情調査団は、
① 全教と日本政府（文科省）の主張の食い違いの事実調査をする、だけではなく 
② 政府と全教の「善意と適切な対話」が進展しないのは何故か、その障害は何処にあるのかを見極め、
③「問題解決のための提案」を行うこと　が使命となっています。
今回の実情調査団の委員はブリティッシュ・コロンビア大学サウダー・ビジネススクールのマーク・トンプソン労使関係学名誉教授（カナダ）とユネスコの教員教育議長でもあるサウス・パシフィック大学のコナイ・ヘル＝サーマン太平洋文化・教育学教授（フィジー）の2人です。それに、ILOから2人、ユネスコから1人の上級職員が同行してきました。
ILOからこうした調査団の派遣は世界的にも珍しく、日本では1965年1月に「ILO87号、98号条約に関連した公務員の労働基本権の調査」に来た ILOドライヤー委員会以来、43年ぶり2度目のことです。
（※注：このILOドライヤー委員会の調査は、解雇され職員でなくなった組合役員との団体交渉を、旧公労法4条3項を口実に拒絶した日本政府の対応をILO結社の自由委員会へ労働側が提訴したことに関し行われました。しかし、ドライヤー委員会報告で法改正を含めた改革を指摘されたにも拘わらず多くの問題点が未だに改善されず、87号及び98号条約違反として条約勧告適用専門家委員会、総会・基準適用委員会、結社の自由委員会から再三にわたり改善勧告がなされています。　
今回の全教問題に関わるCEART実情調査団による実情調査で、法（条約や勧告）と実態に関する積年の問題が解決される契機となることが期待されています。　なお、日本は、98号条約（団結権及び団体交渉権条約）は1953年10月20日に、87号条約（結社の自由及び団結権保障条約）は1965年6月14日に批准しています）
このドライヤー報告でも「われわれがやりたいことは、政府と労働組合が問題解決への合意に達するような方向へ、ともに歩みを進めるように援助を与えることである。結局のところ、将来への責任は、国民としてのあなた方にある」と指摘しているように、今回、問題となっている日本の教育政策に於いて「教員の地位勧告」にある国際基準を実現させていくためには、日本の教員自身の意識や運動の高まりが強く求められています。
また、今年(2008年)で創立40 周年を迎える CEART が、史上初めて日本に調査団を派遣してきたのは、最近、日本だけでなく、新自由主義的教育改革が多くの国に広がり、成果給あるいは報奨給を含む教員給与の勤務評価制度により「教員を教職に就けさせ教職に留めておく」うえで「正当化できない」ほど世界的に教員の地位が低下していることを憂慮しているからだそうです。
なお、日本でのこの実情調査の結果は、2008年晩秋に予定されているILO理事会に「報告」され了承された後、公表されます。　
日本（東京）に於ける教員への不当な管理強化は、新自由主義経済政策の帰結としての財政支出削減の観点から教員にも「競争と評価」の市場原理を導入し、教員身分の不安定化や劣悪化およびそれに伴う管理を強化することでその地位の低下を図り、教員をより体制依存に仕向ける中で教育政策そのものをより体制化する目的をもって進められてきました。
そうした中でこの「全教問題」は、教育行政当局により一方的に押し進められる「指導力不足教員政策」や「新教員評価制度」を具体的な切り口として、日本に於いて、教育政策での交渉・協議・参画などを通じて教員組合が意見反映できる法制度や実際の運営となっているか否かを、政府が遵守義務を負う「教員の地位勧告」が想定するレベルで問うているものであり、教員の団結権・団体交渉権保障の具体的あり方を問うているものです。

ついでながら、現在の日本では、公務員労働者のストライキ権は一律全面禁止（公共企業体等労働関係法（昭和23年法律第257号）されており協約締結権が保障されないなど、労働基本権に不当な制約が多くあります。
例えば、「団結権」に関しても、公立学校教職員は都道府県の枠を越えて同一の組合を結成できず、全国組織は同一都道府県内で結成した組織の「連合体」とせざるを得ない法的強制が課せられています。そして、その「連合体」の本部には、何処とも交渉する権利が認められていません。ですから、全教本部も、文科省を始めいずれの教育委員会とも交渉する立場を法的に保障されていません。組合員を代表して交渉することも「陳情」とされ、拒絶されても何ら法的対抗措置がとれません。（ILO 87号条約は、労働者が何らの干渉も受けず自由に団結する権利を保障しています）
また、当局は、「管理運営事項」として「交渉内容」から除外する事項を多く設定します。明らかに雇用及び労働条件に重大な関わりがある問題でも当局が一方的に管理運営事項とすることで交渉の俎上に載せることを拒絶することを当然としていますが、これも、あらゆる段階で意見反映ができることを基本とする国際基準からは認められないことです。少なくとも、「管理運営事項」だとしてあからさまに「勧告」等を無視することは国際法的にも許されません。
更に、条約や勧告に「法的拘束力がない」とする問題では、日本政府（文科省）は、これを「勧告に拘束されない」とする根拠としています。
しかし、勧告等に「法的拘束力」（強制力）を持たせないのは、各国の自発的意志、及び、学校や教育の自主性、自発性を尊重するためのものであり、「拘束されない」ことを正当化するためのものではありません。

いずれにしても、教育については「勧告が基本的な慣行」となっており、そのかたちが真理を探究し、相互理解を深め、平和を希求する「教育の条理」に適っているからとされています。そして、勧告には、「法的拘束力」はなくても「倫理的な権威」があり、批准国は自主的に遵守することが求められているとILOは説明しています。
(3)「日の君」問題 と「教員の地位勧告」
「全教問題」では、上述のように、東京都の「指導力不足教員政策」と「新教員評価制度」が「同勧告」違反として申し立てられていますが、未だに、都教委（文科省）は、一貫して「勧告には法的拘束力がない」とか「管理運営規則上の問題であり同勧告は適用されない」との主張を言い続けています。
しかし、「競争と管理」の強化で「閉塞状況」にある現在の学校現場、及び、不当な圧力を強めてきている教育行政が、今回のCEARTによる直接の訪日実情調査（2008/4/21～28）の「報告」が出される2008年秋以降、どのように変化するのかが注目されます。

「10.23通達」(2003/10/23)に基づくこの「日の君」強制に関しても、都教委は、「処分撤回請求訴訟」等の場で、これは管理運営規則上の問題であり、「同勧告」の適用はおろか、教員（教組）と協議の必要もないとの立場を取っています。
それは、「同通達」の「日の君」強制は、憲法19条に違反するような「思想信条」を強制したものではなく、法的拘束性のある「学習指導要領」の規定（国旗を掲揚し国歌を斉唱するものとする）を十分に達成させるための具体的な指示（実施指針）をしただけのものであり、また、その「懲戒処分」は職員の「思想」を処分したものではなく「同通達」の職務命令に違反した「服務問題」として、すべて事務的な管理運営規則上の問題であるとの立場を都教委はとり続けているからです。

つまり、「同通達」は、学習指導要領の規定に沿った「正対起立斉唱」という「外形的行為」を求めているだけであるので「内心」の自由の侵害にまで踏み込んでいない。また、「懲戒処分」も、「職務命令」への服務違反に関する純粋な管理運営上の「処分」であり、「思想差別」などではない。よって、勤務評定や懲戒処分に関しての教員（団体）との協議の対象にもならない、そこで、憲法違反や勧告違反には当たらないとの論理です。
しかしこれは事柄の本質を欺いた全くの詭弁であることは、既に前章で述べられているとおりです。　
この「日の君」強制は、懲戒処分を受けると「給与」や「身分」に連動する懲罰的処遇を受けたり、定年後の再雇用や非常勤の勤務機会を奪われたりしています。
そのことは、都教委が指示した「通達」に関して為された「教職員の行為」に対する「勤務評定」の結果としての「（懲罰的）処遇」や「懲戒処分」であるので、明らかに、「同勧告」にいう「給与決定に関する協議を要する勤務評定基準」、及び、「教員との協議を要する懲戒処分基準」の問題となります。
また、何よりも、この「日の君」強制の「実施指針」が、教職員の「内心」に反した「日の君」への具体的「正対起立」や「斉唱」等の「外形的行為」の表出を強制している事実だけでも「思想の強制や差別」にあたります。
つまり、都教委が、「教育政策の決定に於ける教員の関与」を否定し、不明朗で一方的な勤務評定や恣意的な「懲戒処分」を行うことで「教員の地位や尊厳」を著しく毀損していることは、民主的で平和的な教育制度を志向する上で「教員の地位」の保障が肝要であるとする同勧告の「教育の目的」や「指導的諸原則」等々の根幹理念そのものを大きく蹂躙していることになります。
(4)「日の君」強制 における「教員の地位勧告」違反
東京都の教育政策（「日の君」強制）は、大きく分けて次の4点で「教員の地位勧告」に違反しています。
Ⅰ 思想差別と反民主性　　 …　 （地位勧告の根幹理念）
Ⅱ 教育政策 の 反動性　　 … 　（政策決定と教員関与）
Ⅲ 勤務評定 の 恣意性　　 … 　（身分保障と教員関与）
Ⅳ 懲戒処分 の 不当性　　 … 　（懲戒基準と教員関与）
それぞれの点について、該当する「教員の地位勧告」（「勧告」）上の該当項目を挙げます。
（※ 太字、下線は引用者による）
…　　　　…　　　　…　　　　…　　　　…

Ⅰ  思想差別 と 反民主性　　…　（地位勧告の根幹理念）
「10.23通達」で「日の丸・君が代」への一方的な尊崇表出形態を強制する都教委の教育政策の内容は、憲法11条（基本的人権の保障）13条（個人尊重、生命自由幸福追求権）、19条（思想及び良心の自由）を蹂躙しています。
そして、99条（憲法尊重擁護の義務）を無視する石原都知事らが、「職権を濫用」して配下教職員に「脅迫」、「強要」し、学校の教育課程編成権を蹂躙して(旧)教育基本法 第10条（不当な支配の排除）を犯して実現させています。

教育の根幹たる「人権」を侵害し、公教育の「恣意的権力支配」をしていることで、違憲違法な「刑事犯罪」、「権力犯罪」そのものであることは明白です。
更に加えて、この「日の君」強制政策は、教育の場に国家主義を持ち込むことで戦後民主主義や国際平和に少なからぬ脅威を与えています。そして、そこにおける「思想差別（弾圧）」と、一方的に下される「勤務評定」や「懲戒処分」は、国家権力による教育支配であり「政権にとって都合の良い国民教化」の狙いをもつものです。それは、民主的な学校運営の根本を崩すものです。そして、また、権力による教育支配が国民にもたらした抑圧や戦争などの不幸な歴史の教訓を蔑ろにするものです。
「教員の地位勧告」は、平和の礎を築く民主的な教育制度のために、何よりも政治的な「差別」を廃し、教育政策の決定に関与すべき専門職としての教員の役割を認め大きな関与を促しています。また、教員の「評価」や「処分」にも、権力側からの恣意的な支配を排除するために公平性や透明性を求め、それを担保するために教員（団体）との協議を必要としています。

しかしながら、現在の都の教育政策は、「教員の役割」を不当に貶めて排除しているばかりか、典型的な思想差別政策といえるこの「日の君」強制に異議を唱える教育団体、文化団体、法律団体等々、国民の意見にも全く耳を貸さず独善的な権力行政を続けており、公教育における民主性を否定しています。
そして、教育における理解と寛容の条理を毀損し教員への強制や政治的差別・弾圧を行うことで人権や基本的自由を蹂躙し、そうしたことで教員の果たすべき役割を希薄化し教員の権威や尊厳を蔑ろにし、また、教員の市民的権利の行使をも剥奪し権力への従属化を図ることで、「同勧告」に謳う「教育の目的」や「教員の地位」の主旨を妨げています。

【教員の地位勧告】の該当項目
【前文】　～教育の進歩における教員の不可欠な役割、ならびに人間の開発および現代社会の発展への彼らの貢献の重要性を認識し、教員がこの役割にふさわしい地位を享受することを保障することに関心を持ち～以下の勧告を採択した。
３項  教育は、その最初の学年から、人権および基本的自由に対する深い尊敬をうえつけることを目的とすると同時に、人間個性の全面的発達および共同社会の精神的、道徳的、社会的、文化的ならびに経済的な発展を目的とするものでなければならない。これらの諸価値の範囲の中でもっとも重要なものは、教育が平和の為に貢献をすることおよびすべての国民の間の、そして人種的、宗教的集団相互の間の理解と寛容と友情にたいして貢献することである。

５項　教員の地位は、教育の目的、目標に照らして評価される教育の必要性にみあったものでなければならない。教育の目的、目標を完全に実現する上で、教員の正当な地位および教育職に対する正当な社会的尊敬が、大きな重要性をもっているということが認識されなければならない。

７項　教員の養成および雇用のすべての面にわたって、人種、皮膚の色、性別、宗教、政治的見解、国籍または門地もしくは経済的条件にもとづくいかなる形態の差別も行なわれてはならない。

10項 それぞれの国で必要に応じて、人的その他のあらゆる資源を利用して「指導的諸原則」（3～9項）に合致した包括的な教育政策を作成すべく適切な措置がとられなければならない。その場合、権限ある当局は以下の諸原則および諸目的が教員に与える影響を考慮しなければならない。

(a) 子供ができるだけもっとも完全な教育の機会を与えられることは、すべての子供の基本的権利である。特別な教育的取扱いを必要とする場合には、適正な注意が払われなければならない。
(b）あらゆる教育施設は、すべての人々がその権利を享受しうるように平等に利用されなければならず、性、人種、皮膚の色、宗教、政治的見解、国籍または門地もしくは経済的条件の故に差別が行なわれてはならない。

(e) 教育は、継続的過程であるから、教育事業の各種部門は、すべての生徒に対する教育の質を向上させると同時に、教員の地位を高めるよう調整されなければならない。

(h) 教育においては、長期および短期の計画と課程編成が必要である。共同社会に今日の生徒をうまく組み入れることは、現在の要請というより、むしろ将来の必要によるのである。
(k）教育政策とその明確な目標を決定するためには、文化団体、研究、調査機関はもちろんのこと、関係当局、教員団体、雇用主と労働者、および父母等の各組織のあいだで、緊密な協力が行なわれなければならない。

79項　教員の社会的および公的生活への参加は、教員の人間的発達における利益、教育事業の利益および社会全体の利益という観点から、奨励されなければならない。

80項　教員は市民が一般に享受する一切の市民的権利を自由に行使すべきであり、かつ、公職につく権利をもたなければならない。

Ⅱ  教育政策 の 反動性　　…　（政策決定と教員関与）
この「日の君」強制の国家主義的内容が、「同勧告」の根幹理念に反することは勿論ですが、こうした「教育政策」の決定に当たっても、「同勧告」に違反する問題点が多く存在します。
また、都教委当局は、この「日の君」強制の「実施指針内容」や「処分」は「管理運営規則」上の問題と言い張り、「同勧告」のいう「教員の関与」の適用外との主張をしています。しかし、その「主張」を含めた全体の「教育政策」決定上の問題があります。
教員は、学問上の自由をもつ専門職であり教育方法の採用などについて不可欠な役割を与えられるべきです。そして、こうした教育政策の決定に関与すべき勢力であるにもかかわらず、本件でも全く排除されています。
そして、教育行政当局は、教育に関わる研究成果を採り入れるためのあらゆる努力を求められているにも拘わらず、「日の君」強制に異議を唱える教員の勧告を正当に重視することもなく、この政策の強行に疑念を表明する教員団体、教育研究団体、弁護士会等の意見をことごとく無視して本件「日の君」強制政策を権力的に進めています。
また、都教委スタッフの内、教職経験者は1～2割程度といわれ、石原都知事をはじめとして殆ど教職経験のない教育委員や幹部職員等で占められており、そこでの「政策決定」に専門職としての教員や、教員団体、教育研究機関等の意見は殆ど反映されていません。
更に、都教委の教員管理は、教員を励まし援助するものとはなっておらず、政策へ権力的に従属させる管理が優先し教員の自由、創造性、責任感をそこなうものです。また、教員と健全な関係を保つよう努力する姿勢もありません。
【教員の地位勧告】の該当項目
　
６項　教育の仕事は専門職とみなされるべきである。この職業は厳しい、継続的な研究を経て獲得され、維持される専門的知識および特別な技術を教員に要求する公共的業務の一種である。また、責任をもたされた生徒の教育および福祉に対して、個人的および共同の責任感を要求するものである。

８項　教員の労働条件は、効果的な学習を最もよく促進し、教員がその職業的任務に専念することができるものでなければならない。

９項　教員団体は、教育の進歩に大いに寄与しうるものであり、したがって教育政策の決定に関与すべき勢力として認められなければならない。

35項　学校当局は、教科および教授法に関する研究成果をとりいれられるようにするため、あらゆる努力を払わなければならない。

43項　督学官および教育行政官、教育管理者あるいはその他特別責任を持つ部署など、教育に責任をもつ部署はできる限り広く経験豊かな教員に与えられなければならない。
61項　教育職は専門職としての職務の遂行にあたって学問上の自由を享受すべきである。教員は生徒に最も適した教材および方法を判断するための格別の資格を認められたものであるから、承認された計画の枠内で、教育当局の援助を受けて教材の選択と採用、教科書の選択、教育方法の採用などについて不可欠な役割を与えられるべきである。

66項　当局は、各種の課程および多様な継続教育への個々の生徒の適合性に関する教員の勧告を、正当に重視しなければならない。
70項　すべての教員は、専門職としての地位が教員自身に大きくかかっていることを認識し、そのすべての専門職活動のなかで最高の水準を達成するよう努力しなければならない。

75項　教員がその責任を果たすことができるようにするため、当局は教育政策、学校機構、　　および教育活動の新しい発展等の問題について教員団体との間に承認された協議手段を確立し、かつ、定期的にこれを運用しなければならない。

77項　当局は、一つの学校またはより広い範囲にわたり、同一教科担任教員の協力を促進することを企図する研究会の設立とその活動を容易にすべきであり、この種の研究会の意見や提案はこれを正当に考慮しなければならない。

78項　教育事業の各方面に責任をもつ行政職員およびその他の職員は、教員と健全な関係を保つよう努力すべきであり、また、教員の側もこれら職員に対して同様でなければならない。
Ⅲ  勤務評定 の 恣意性　　… （身分保障と教員関与）
　　　　
「日の君」強制では、結局、「勤務評定」の評価を下げて「給与を減らす」とか、「従わねば懲戒処分する」とか、教員の「給与や身分」を人質に不法不当な服務を教員に強いています。こうした「強制」をしなければ教員に服務させることが出来ない「服務」の内容こそが問題ですが、権力の常として、この「天下の宝刀」で「教育」や「教員」を自分たちの思い通りに歪めようとします。
そこで、「同勧告」では、権力による教員の「身分保障」への侵害を防ぐために、次のように明確に規定しています。
「45項、教職における雇用の安定と身分保障は、教員の利益にとって不可欠であることはいうまでもなく、教育の利益のためにも不可欠なものであり～あくまでも保護されるべきである。
64項 (1) 教員の仕事を直接評価することが必要な場合には、その評価は客観的でなければならず、また、その評価は当該教員に知らされなければならない。(2) 教員は、不当と思われる評価がなされた場合に、それに対して異議を申し立てる権利をもたなければならない。
124項、給与決定を目的としたいかなる勤務評定制度も、関係教員団体との事前協議およびその承認なしに採用し、あるいは適用されてはならない。」
しかしながら、この「日の君」強制は、従わない教員を「職務命令」違反として「懲戒処分」にし、懲戒処分されたことを「勤務評定」することにより、段階別給与、昇任昇給（降格）、分掌人事、異動、嘱託や非常勤採用等において不当不利な扱いをし、教員生活に重大な影響を与えています。しかし、「職務命令違反」を根拠とするために、これは勤務評定制度の問題ではなく「管理運営規則」上の問題であり当局の専管事項だとしています。
しかし、その「職務命令」違反の根拠は、「日の君」強制に対する「勤務評定」であり、その評価基準は一方的にして恣意的であり不明朗です。
また、この「日の君」強制は、「日の君」への尊崇表出形態を条件とする、いわば、「特殊勤務形態」の「労働条件」といえます。さらに、結果的に、「職務命令違反」で「懲戒処分」を受ければその「勤務評定」により、それから後の「給与や身分の変更」をもたらす点において、全く「労働条件」や「勤務評定基準」といえるものです。

「同勧告」上、そうした「勤務評定」（労働条件）の基準作りには教員（団体）が関与すべきものであるにも拘わらず、当局は、この「日の君」強制を「管理運営規則」上の問題であると強弁し、教員（団体）との事前協議や承認等の関与を排除しているばかりか、この「勤務評定」に対する独立した中立の異議申し立て機関の存在も不明確です。
【教員の地位勧告】の該当項目
45項　教職における雇用の安定と身分保障は、教員の利益にとって不可欠であることはいうまでもなく、教育の利益のためにも不可欠なものであり、たとえ学校組織、または、学校内の編成に変更がある場合でも、あくまでも保護されるべきである。 
63項　一切の視学、あるいは監督制度は、教員がその職業上の任務を果たすのを励まし、援助するように計画されるものでなければならず、教員の自由、創造性、責任感をそこなうようなものであってはならない。
64項 (1) 教員の仕事を直接評価することが必要な場合には、その評価は客観的でなければならず、また、その評価は当該教員に知らされなければならない。
(2) 教員は、不当と思われる評価がなされた場合に、それに対して異議を申し立てる権利をもたなければならない。

82項　教員の賃金と労働条件は、教員団体と教員の雇用主の間の交渉過程を通じて決定されなければならない。

84項　雇用条件等から生じる教員と雇用主の間の争議の解決に当たるため、適切な合同の機構が設置されなければならない。もしこの目的のために設けられた手段と手続が使い尽くされ、あるいは当事者間の交渉が行きづまった場合、教員団体は、他の団体がその正当な利益を保護するため普通もっているような他の手段をとる権利を持たなければならない。

114項　教員の地位に影響する様々な要因のなかでも、給与はとくに重要視しなければならない。なぜなら、今日の世界的状況の中では教員に与えられる信望または尊敬、彼らの機能の重要性についての評価の程度等の諸要因は、他の対応する専門職の場合と同様、主として教員のおかれている経済的状態にかかっているからである。 

116項　教員は、教員団体との合意によって定められた給与表にもとづいて給与を支払われなければならない。いかなる場合にも、有資格の教員には、その試用期間中あるいは臨時採用中に、正式に雇用された教員を対象として規定されたものより低い給与表によって給与を支払ってはならない。

124項　給与決定を目的としたいかなる勤務評定制度も、関係教員団体との事前協議およびその承認なしに採用し、あるいは適用されてはならない。

Ⅳ  懲戒処分 の 不当性　　… （懲戒基準と教員関与）
違憲違法な「日の君」強制による教員の大量懲戒処分は、「恐怖政治と言えるファッショ的暴挙であり、教育史上最大規模の思想弾圧事件である」と評する学者が居るほどに極めて苛酷で政治的な圧制です。

こうした施策は、もはや「教育」とは呼べず、権力者の横暴による明かに専断的行為であり、教員はこうした行為からから十分に保護されなくてはなりません。
また、「日の君」強制に従わないとされる場合に科せられる「懲戒処分」の内容は、他の事例での懲戒処分に比べ公平性や透明性を欠くものであり、その懲戒基準は明確に規定されていません。
※ 2008年3月31日に都教委より発表された、今春(3月)の卒業式での「処分」内容は次の通りです。停職6ヶ月…2人、減給十分の一6ヶ月…2人、同1ヶ月…7人、戒告…9人（新規被処分者）。（うち2人は退職後の再雇用と非常勤採用の取り消し、13人は採用拒否）。2003年の「10.23通達」発出以来の被処分者数は、延べ408名となります。（2008年4月の入学式での被処分者は2名でしたので、これまでの総計は、延べ410名となります）
また、「不公平」な処分例としては、たった一度、「君が代」斉唱中の40秒間「不起立」をしていたことで懲戒処分を受け、そのために、希望者は全員雇用が原則となっている定年後の再雇用選考で「（以前の）勤務成績が不良」と評価されて再雇用不合格となった例がある反面、セクハラ行為で処分を受けた元校長が再雇用選考に合格している例などがあります。
更に、教員（団体）は、こうした懲戒問題を扱う機関の設置に当たっての協議にあずかっていないばかりでなく、明確な第三者による異議申立機関も存在せず、公平な保護が保障されません。（都の人事委員会の中に不服申し立ての部署はありますが、処分の発令と同一組織内であるため公平公正な審査が期待できません）
【教員の地位勧告】の該当項目
7項   教員の養成および雇用のすべての面にわたって、人種、皮膚の色、性別、宗教、政治的見解、国籍または門地もしくは経済的条件にもとづくいかなる形態の差別も行なわれてはならない。
45項　教職における雇用の安定と身分保障は、教員の利益にとって不可欠であることはいうまでもなく、教育の利益のためにも不可欠なものであり、たとえ学校組織、または、学校内の編成に変更がある場合でも、あくまでも保護されるべきである。
46項　教員は、その専門職としての身分またはキャリアに影響する専断的行為から十分に保護されなければならない。

47項　専門職としての行為規定を犯した教員に適用される懲戒基準は明確に規定されなければならない。懲戒手続き、およびすべての決定された措置は、授業活動の禁止が含まれているか、あるいは生徒の保護又は福祉がそれを必要とする場合を除いて、その教員がそれを要求するときにのみ公表されなければならない。

48項　懲戒を提案し、ないしは適用する資格を有する当局ないし機関は、明確に指定されなければならない。

49項　教員団体は、懲戒問題を扱う機関の設置に当たって、協議にあずからなければならない。

50項　すべての教員は、一切の懲戒手続の各段階で公平な保護を受けなければならない。とくに、
（a）懲戒の提起およびその理由を文書により通知される権利 

（b）問題の証拠を十分に入手する権利 

（c）教員が弁護準備に十分な時間を与えられ、自らを弁護し、または自己の選択する代理人によって弁護を受ける権利
（d）決定およびその理由を書面により通知される権利 

（e）明確に指定された権限ある当局ないし機関に異議を申し立てる権利 

【その他・参考】
145項　教員の社会的・経済的地位、生活条件および労働条件、雇用条件ならびにキャリアの見通しを改善することが、有能かつ経験をつんだ教員が不足しているという事態を克服することであり、また、完全な資格をもつ人びとを十分な数だけ教職にひきつけ、ひきとめる最良の手段であることを当局は、認識しなければならない。

※ 「教員の地位勧告」の遵守は批准国の義務であり「国際公約」です。日本国憲法にも「国際社会において名誉ある地位を占めたい」（前文）、「国際法規はこれを誠実に遵守する」（98条）と規定されています。
(5)「日の君」強制 を CEART へ
上述したように、この「日の君」を強制する「教育政策」は、教員の人権を蹂躙しその地位を貶め国家主義教育を強いる点において「教員の地位勧告」(既出) の根幹理念の多くに抵触しています。そして、それは国際社会の平和と教育の民主的発展を阻害し国際協約(条約勧告)の権威を蔑ろにしています。

しかし、前章で詳述されているように、日本政府（文科省）や東京都は、その教育政策や教員管理政策を改めようとせず、却って強化しようとさえしています。
また、この「日の君」強制に関し、民事、刑事の両面から多くの「提訴」を受けている司法当局も、多くの場合、政治権力と一体化し憲法的な審理を避けて彼らを擁護しています。
もはや、日本の現状では、この問題の司法的な是正はなかなか期待できません。
こうした状況にあっては、「日の君」強制における「国家主義教育政策と教員の地位の蹂躙」という「日本の常識」が「世界の非常識」であることを明らかにしなくてはなりません。
その為には、日本（東京）の教育政策の極右的反動性と「同勧告」違反の実態を広く国際社会に訴えて、国際的な批判を受ける必要があるように思われます。
また、国際機関による検証は、その国の法律や諸々のしがらみや力関係に囚われることなく、むしろ、客観的に冷静に施策のあり方や国の姿を見つめ直す機会となります。

そこで、コクコクの会では、日本に於けるこうした「国家主義教育」と「国家権力に従属させられる教員」の実態としての「同勧告」違反の事実に関し、「同勧告」の専門監視機構であるところの CEARTが「全教問題」（既出）以上に強い関心を持ち積極的な実情調査に乗り出すように要請する書簡を送付(2008/2/6)しています。

本来、「教員の地位勧告」は、その前文や指導的諸原則や諸条項にあるように、平和の礎を築く民主的な教育制度のためには、何よりも政治的な「差別」を廃し、教育政策の決定に関与すべき専門職としての教員の役割を認め大きな関与を促しています。
そうした役割を担う「権威」ある教員の身分を保障するために、「同勧告」でその地位を高めその権限の行使を保障しようとしています。つまり、「同勧告」は、国家権力や教育行政の横暴による「権力的な教育支配」を防ぎ、そうした権力に従属させようとする「攻撃」から教員を保護することを目的としています。
そこにおいて、現在の「日の君」強制教育政策は正に、国家主義教育を強制することに於いて「権力的教育支配」そのものであると同時に、その政策の決定と遂行に於いて、「教員の地位」の独立性と専門性、及び、教育政策決定における権威とその公共性を蔑ろにして教員を「国家権力の手先」に貶めようとするものと言えます。　
こうした「同勧告」の根幹理念に照らして、CEARTが最も「監視対象」としなくてはならない「反勧告的」教育政策が、この日本の「日の君」強制であるといえます。
そうした点からも、この「日の君」強制教育政策における「教員の処遇」は「同勧告」違反として、別途、CEARTへ正式に「申し立て」る( allegation )ことも考慮されています。
以　上
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